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Ⅰ 点検及び評価制度の概要 

 １ 趣旨 

   平成２０年４月１日付けで「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部

を改正する法律」が施行され、同法により教育委員会は、毎年、その権限に属す

る事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報

告書を作成し、議会に提出するとともに、公表することとなりました。 

   このため、播磨町教育委員会では、法律の趣旨に基づき、効果的な教育行政の

推進に資するとともに、住民への説明責任を果たすため、教育委員会の事務の点

検及び評価を実施するものです。 

 

 ２ 対象事業の考え方 

本年度に実施する評価及び点検は、平成２５年度予算に計上し、実施した主な

事業を対象とします。（対象事業一覧表のとおり） 

  

 ３ 学識経験者の知見の活用 

   点検及び評価の結果について、学識経験者３名から意見等を聴取しました。 

 

 

 

【参考】 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抄） 

 

 （教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２７条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定に

より教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第３項

の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び

執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、

これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たつては、教育に関し学識

経験を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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Ⅱ 対象事業一覧表 

NO 事        業 担当グループ 

1 教育委員会委員活動事業 教育総務グループ 

2 奨学基金積立事業 教育総務グループ 

3 小学校保健衛生事業 教育総務グループ 

4 小学校給食事業 教育総務グループ 

5 小学校施設維持管理事業 教育総務グループ 

6 小学校運営用備品整備事業 教育総務グループ 

7 交通安全街頭指導事業 教育総務グループ 

8 小学校遊具整備改修事業 教育総務グループ 

9 播磨小学校受電設備改修事業 教育総務グループ 

10 蓮池小学校給食室改修事業 教育総務グループ 

11 小学校施設非構造部材等耐震対策事業 教育総務グループ 

12 播磨小学校北校舎大規模改造事業 教育総務グループ 

13 播磨小学校給食棟屋上防水改修事業 教育総務グループ 

14 播磨小学校プール改修事業 教育総務グループ 

15 小学校扇風機・ミスト設置事業 教育総務グループ 

16 小学校就学援助事業 教育総務グループ 

17 中学校保健衛生事業 教育総務グループ 

18 中学校施設維持管理事業 教育総務グループ 

19 中学校運営用備品整備事業 教育総務グループ 

20 中学校給食事業 教育総務グループ 

21 播磨中学校受電設備改修事業 教育総務グループ 

22 中学校施設非構造部材等耐震対策事業 教育総務グループ 

23 播磨南中学校屋内運動場大規模改造事業 教育総務グループ 

24 播磨中学校南校舎大規模改造事業 教育総務グループ 

25 中学校扇風機・ミスト設置事業 教育総務グループ 

26 中学校就学援助事業 教育総務グループ 

27 幼稚園保健衛生事業 教育総務グループ 

28 幼稚園施設維持管理事業 教育総務グループ 

29 幼稚園運営用備品整備事業 教育総務グループ 
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NO 事        業 担当グループ 

30 幼稚園遊具整備改修事業 教育総務グループ 

31 蓮池幼稚園改修事業 教育総務グループ 

32 教育研究指導事業 学校教育グループ 

33 児童生徒就学事務事業 学校教育グループ 

34 教科専門指導教諭配置事業 学校教育グループ 

35 青少年健全育成事業 学校教育グループ 

36 外国人英語指導助手招致事業 学校教育グループ 

37 子ども支援事業 学校教育グループ 

38 特別支援教育総合推進事業 学校教育グループ 

39 読書活動推進事業 学校教育グループ 

40 小学校英語活動推進事業 学校教育グループ 

41 情報リテラシーアドバイザー事業 学校教育グループ 

42 小学校情報教育運営事業 学校教育グループ 

43 小学校体験活動事業 学校教育グループ 

44 「トライやる・ウィーク」事業 学校教育グループ 

45 中学校情報教育運営事業 学校教育グループ 

46 家庭教育啓発事業 学校教育グループ 

47 社会教育委員設置事業 生涯学習グループ 

48 社会教育推進委員設置事業 生涯学習グループ 

49 派遣社会教育主事設置事業 生涯学習グループ 

50 ふれあい活動推進事業 生涯学習グループ 

51 青少年育成事業 生涯学習グループ 

52 成人式開催事業 生涯学習グループ 

53 文化行事開催事業 生涯学習グループ 

54 体育レクリエーション推進事業 生涯学習グループ 

55 学校開放管理運営事業 生涯学習グループ 

56 大中遺跡まつり事業 生涯学習グループ 

57 地域スポーツクラブ支援事業 生涯学習グループ 

58 放課後子どもプラン事業 生涯学習グループ 

59 学校支援地域本部事業 生涯学習グループ 
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NO 事        業 担当グループ 

60 公民館管理運営事業 生涯学習グループ 

61 コミュニティセンター管理運営事業 生涯学習グループ 

62 人権教育啓発事業 生涯学習グループ 

63 人権教育研究事業 生涯学習グループ 

64 文化財保護啓発事業 生涯学習グループ 

65 文化財保護審議会運営事業 生涯学習グループ 

66 まちの先覚者顕彰事業 生涯学習グループ 

67 図書館管理運営事業 生涯学習グループ 

68 郷土資料館管理運営事業 生涯学習グループ 

69 郷土資料館施設維持管理事業 生涯学習グループ 

70 特別展開催事業 生涯学習グループ 

71 スポーツ施設管理事業 生涯学習グループ 

72 町民プール検討事業 生涯学習グループ 

73 総合体育館改修事業 生涯学習グループ 

74 旧西部コミセン改修事業 生涯学習グループ 

75 宮部文庫設置事業 生涯学習グループ 

76 郷土資料館改修事業 生涯学習グループ 
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Ⅲ 点検及び評価 

 

歳出決算科目の節の内容 

 報酬       委員報酬等です。 

 共済費      報酬及び賃金等に係る社会保険料です。 

 賃金       労働の対価としてパートタイマー等に対して支払う経費です。 

 報償費      講師への謝礼等、サービスの提供によって受けた利益に対して支払う 

経費です。 

 旅 費      公務のために職員等が旅行するために要する経費です。 

 需用費   

消耗品費    文具、紙等の消耗品を購入する経費です。 

燃料費     灯油、プロパンガス、自動車のガソリン等の燃料代です。 

食糧費     各種会議用のお茶代等です。 

印刷製本費   各種パンフレットの印刷や冊子などの製本に要する経費です。 

光熱水費    電気、水道の使用料等です。 

修繕料     備品の修繕、部品の取替え費用や建物の小修繕等に要する経費です。 

 役務費     郵便料や電話料のほか、サービスの提供を受けたことに対して支払う 

経費等です。 

 委託料     事務事業等を他の機関又は特定の者に委託して行わせる場合に支払う 

経費です。 

 使用料及び   土地、建物等の不動産、あるいは自動車、機械類等の動産を借り上げ 

賃借料     る場合に要する経費です。    

 工事請負費   土地、工作物等の造成、又は製造及び改造の工事、工作物等の移転等 

の工事に要する経費です。 

原材料費    砂、セメント、木材等、物品を生産するための原料又は材料を購入す 

る経費です。 

 備品購入費   机、椅子等、形状又は性質を変更することなく比較的長期にわたって使用で

きる物品を購入する経費です。 

 負担金、補助  法令又は契約に基づいて負担しなければならない経費や、特定の事業 

及び交付金   や研究を補助するために支払う経費等です。  

 扶助費     法律や条例などに基づき、社会保障の一環として支払う経費です。 

  積立金     
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 番号１ 

事 業 名 教育委員会委員活動事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

教育振興基本計画 

－ 

－ 

－ 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標１ 豊かな心と人を育むまち － 

－ － 

事 業 概 要 
 教育行政の円滑な運営のため、教育委員会の事務事業について合議し、
執行する。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １，９０４ １，８６７ １，９３８ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報酬         １，３８１    
旅費             ６７ 
需用費            ５ 
委託料          ２４２ 
負担金補助及び交付金   ２４４ 

３．活動指標 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

定例会、臨時会開催数 １７回 １６回 １５回 

議案等審議件数 ３６件 ４０件 ４２件 

学校園訪問等回数 ３６回 ２０回 ２０回 

研修会参加回数 ５回 １４回 １５回 

４．成果指標等 

５．評価 

事業評価 
について 

 

【妥当性】 

教育委員会は、法律に基づき町の教育行政の重要事項等を審議し、決定する機関で
あり、実施することは妥当な事業である。 

【有効性】 

定例会、臨時会で重要事項を審議するほか、小学校、中学校、幼稚園の学校園を訪
問し、現場の現状の把握に努めている。 

【経済性・効率性】 

基本的に毎月１回開催する定例会において集中的に審議を行うことで、効率的な運営
を心がけている。 

【その他】        

 

６．今後の方向性等 

教育委員会は、地方自治法で設置が義務付けられた執行機関であり、教育行政の重要事項を審議し、
決定する機関であることから、継続して実施していかなければならない事業である。 
今後も町内の学校園の現状の把握に努めるとともに、課題についての研究を行うなど教育委員会の一

層の活性化を図る必要がある。 

 

事業の成果等につ
いて 

 学校園を訪問することで現状の把握に努めるとともに、上部組織の各種
研修会に参加し、教育行政の諸課題について理解を深めることができた。
また、定例会、臨時会において教育行政に係る重要事項を審議し、決定し
ているところである。このことにより、町教育行政の向上に寄与している。 
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番号２ 

事 業 名 奨学基金積立事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

② 確かな学力の育成 

 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 

１ 生涯学習の充実 各年代に応じた学習機会の充実 

事 業 概 要 
 経済的理由により修学が困難な者に対し、貸し付ける修学資金を奨学基金として
積み立てを行う。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １０，６８３ ７，０１０ ８，３１４ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

積立金  ８，３１４ 
 

３．活動指標  ①貸付人数等 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

貸付人数 うち新規 貸付人数 うち新規 貸付人数 うち新規 

高等学校等 
国公立 ３人 ２人 ３人  ２人  

私 立 １人 １人 ２人 １人 ３人 １人 

高等専門学校 
国公立       

私 立       

専修学校 
国公立       

私 立   １人 １人 １人 ０人 

各種学校       

短期大学 ２人 0 人 １人 １人 ２人 １人 

大学 ３６人 １３人 ４４人 １４人 ４４人 １４人 

合 計 ４２人 １６人 ５１人 １７人 ５２人 １６人 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

経済的理由により修学が困難な者に対し奨学金を貸し付けすることにより、
高等学校・大学等への就学に寄与することができた。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

経済的理由により修学が困難な者に対して、町として奨学の方法を講じることが必要であり、進学
を目指す学生への支援としては妥当な事業である。 
ただし、近年の申請増、貸付金の滞納増の現状などから、貸付額を検討する必要がある。 

【有効性】 

進学者が安心して修学できていることから、期待した成果が得られていると考えており、有効な事
業である。 

【経済性・効率性】 

資金は基金会計により運用されるべきだが、今後、貸付希望者の増加が見込まれ、一般会計から
の繰り入れのさらなる増が見込まれるため、貸付条件の再検討の必要がある。 

６．今後の方向性等 

当該事業は、一般会計とは別に「奨学基金」といった独立採算的な会計で運営している。 
そのため、返済期限を迎えた者から定期的な返済が行われないと、新規に貸し付ける原資が確保でき

なくなり、当該事業の円滑な運営が困難になる。 
近年の経済環境は、いまだ低迷しており、奨学金の返済の猶予又は滞納するといったケースが年々増

加しているため、手紙や電話、訪問等滞納者への納付勧奨を今後も粘り強く続けていくとともに、貸付申
請者の納税状況確認や連帯保証人の厳格化等、貸付資格を見直し、平成２６年度より運用する予定であ
る。今後もさらなる見直しを行う必要があると考える。 
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番号３ 

事 業 名 小学校保健衛生事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

③ 健やかな体の育成 

ⅲ 生涯にわたる健康の基礎を培う学校保健の充実 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 「生きる力」を育む特色ある教育の推進 

事 業 概 要 
児童及び教職員を対象に学校保健安全法の規定に基づく健康診断を実

施し、健康の保持及び増進を図る。  
 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １２，０３７ １１，６５４ １１，９６０ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報償費     ６，６３３    負担金補助   ４６ 
需用費       ３７７      
委託料     ４，５７７    
使用料及び賃借料  ３２７ 

３．活動指標①各種検診受診状況 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

胸部結核検診 3人 1人 2人 

腎臓検診 
1次検尿 2,015人 1,968人 1,954人 

2次検尿  220人 223人 193人 

糖尿病検診 
1次検診  2,015人 1,968人 1,954人 

2次検診 0人 0人 0人 

ぎょう虫卵検診 951人 914人 936人 

心臓検診 

1次検診  698人 630人 694人 

2次検診 362人 312人 380人 

精密検診 27人 26人 25人 

脊柱側弯症検

診 

1次検診 346人 396人 310人 

2次検診  17人 27人 16人 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校保健安全法において児童及び教職員への健康診断の実施の義務が規定されている。 

【有効性】 

児童及び教職員の健康状態の確認及び早期発見を目指し健康診断を実施することは、健康の保
持及び増進を図り、学校教育の円滑な実施とその成果を確保するために有効である。 

【経済性・効率性】 

健康診断の委託先は財団法人加古川総合保健センターであり、委託料は一市ニ町（加古川市・稲
美町・播磨町）同額であることから、適正な単価で実施できている。 

６．今後の方向性等 

当該事業は法律で義務付けられていることから、このまま継続する必要がある。 
 

 

事業の成果等につ
いて 

学校保健安全法の規定に基づく健康診断の検査を実施したことによ
り、児童及び教職員の健康保持及び増進が図られた。 
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 番号４ 

事 業 名 小学校給食事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

③ 健やかな体の育成 

ⅲ 生涯にわたる健康の基礎を培う学校保健の充実 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 「生きる力」を育む特色ある教育の推進 

事 業 概 要 

全小学校の児童に対し、単独校調理方式で完全給食を実施し、食事につ
いての正しい理解と食事を通じて好ましい人間関係を育成するとともに、
児童の健康保持及び増進を図る。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 

６，７２６ 
 

(小学校給食員に要する職

員賃金) 

   １３，０８８ 

６，７８３ 
 
(小学校給食員に要する

職員賃金) 

１４，２３１ 

７，２３６ 
 
(小学校給食員に要する

職員賃金) 

１５，２５３ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

需用費    ２，９４７ 
委託料      ７６６ 
備品購入費  ３，４０９ 
負担金補助     ４０ 

３．活動指標 
①小学校給食 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

小学校給食実施日数 １８７日 １９２日 １８８日 

②給食調理員職員数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

正 職 員 数 ９人 ９人 ９人 

嘱 託 職 員 ０人 ０人 ０人 

パ  －  ト １７人 １７人 １８人 

 ③給食調理員（正職員）給与費                      （単位：円） 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

２ 給料 32,305,200 32,512,287 31,388,862 
３ 職員手当等 12,799,133 12,600,758 12,240,145 
４ 共済費 10,818,983 10,615,912 10,642,984 

計 55,923,316 55,728,957 54,271,991 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

小学校での学校給食は、児童の心身の健全な発達に資し、かつ、食育の推進に寄与するために
学校教育の一環として実施するものであるため妥当である。 

【有効性】 

発達段階に応じた食育の推進が図れる。 

【経済性・効率性】 

施設の老朽化による改修が多く経済性が悪い。 

６．今後の方向性等 

給食用施設並びに各種厨房機器の経年劣化が著しく進んでおり、計画的に改善を図る必要性がある
ため、施設整備計画を検討している。合わせて、給食調理業務においても正規職員の調理員の定年退
職後の人員の配置や運営そのものについても施設と同様に検討していく。 

事業の成果等につ
いて 

安全に完全給食を実施し、児童の成長や食育を合わせて行うことで栄養バ
ランスのとれた昼食により健康の保持及び増進を図ることができた。 
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 番号５ 

事 業 名 小学校施設維持管理事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 

円滑な学校運営を推進するため、小学校施設の適切な維持管理と学校内
の保全を行う。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ３８，５０７ ３６，６６１ ３８，９５６ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

需用費       ３１，６７２  
役務費        １，０１１ 
委託料        ２，９２８ 
工事請負費      ２，７５１ 
原材料費         ５９２ 

３．活動指標  燃料費・光熱水費の推移                     （単位：円） 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

電気料金 10,552,956 10,398,371 11,530,915 

水道料金 11,464,630 11,560,080 10,525,710 

ガス料金 2,728,026 2,917,488 3,027,192 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校教育法の規定に基づき、学校施設の維持、管理、運営を行う必要がある。 

【有効性】 

各種学校施設の経年劣化に伴い、適切な維持補修を実施することにより、建物の良好な維持管
理、教育環境の整備、職員の健康保持、耐用年数等の増加を図ることができるとともに、将来の経費
を節減することができる。 

【経済性・効率性】 

緊急性の高いものから順次、計画的な整備に取り組んでいる。 

６．今後の方向性等 

４小学校の校舎、屋内運動場及びプール等の主要施設は、建築後数十年経過し、老朽化が著しく進
行している。 
そのため、今後は計画的に｢大規模改修工事｣を実施していく必要がある一方で、突発的に緊急を要す

る工事も多発するため、大規模工事に対応する職員とは別途に維持補修業務に従事する技術職員が必
要である。 

 

事業の成果等につ
いて 

円滑な学校の運営が推進できたとともに施設の適切な維持管理、
学校内の保全を行うことができた。  
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  番号６ 

事 業 名 小学校運営用備品整備事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 

小学校運営用備品の整備等を行い、教育内容を充実し、児童の学習効果
をあげる。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ５，８７６ ５，４１６ ７，０３１ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

備品購入費  ７，０３１ 

３．活動指標                               （単位：円） 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

備品購入費 5,876,484 5,415,537 7,031,401 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校運営を円滑に行うためには各種備品は必要不可欠であり、故障による使用不能や老朽化に
よる買い替えにより整備することはより良い教育環境を整備するうえで、妥当である。 
本年度は特に校務用パソコンの老朽化に伴い更新を図る必要があった。 

【有効性】 

備品の整備は、各校から提出されたリストによる優先順位をもって実施しており、必要な場合は備
品の状態等も現地で確認していることから、有効な整備ができている。 

 

【経済性・効率性】 

学校からの要望を予算の範囲内で精査し、一括発注などできる限りの経費節減に努めている。ま
た校務用パソコンの更新により作業効率が改善した。 

６．今後の方向性等 

良好な教育環境を持続していくためにも、計画的な備品の整備は今後も引き続き必要である。 
整備方法については、今後の教育の方向性も加味しながら必要性・緊急性及び適正な規格等を考慮し

ながら整備を実施していく。 

 

事業の成果等につ
いて 

日常の学校運営に必要な物品は廃棄や老朽化にともない適切に整備した
ことで、環境整備ができた。 
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  番号７ 

事 業 名 交通安全街頭指導事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

２ 家庭・学校園・地域社会との連携を密にし、きめ細かな取組を進める 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標２ やすらぎがあり、健やか… 
２ 安全・安心対策の充実したまちをつ
くる 

１ 交通安全対策の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 
通学路における危険箇所に街頭指導員を配置することにより、児童等の登下校時

における交通安全の確保を図る。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １１，１２４ １２，１０５ １３，０６０ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報酬    １２，９１６ 
需用費      １４４ 

３．活動指標 ①校区別街頭指導員数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

播磨小学校区 ７人 ７人 ７人 

蓮池小学校区 ５人 ５人 ５人 

播磨西小学校区  ２人 ２人 ２人 

播磨南小学校区 ２人 ３人 ４人 

合   計 １６人 １７人 １８人 

②街頭指導日数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

活動日数 １９６日 ２０４日 ２００日 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

町内で交通事故が多発する中、登下校時における児童等の交通の安全を確保する上で、通学路
に交通安全街頭指導員を配置することは妥当である。 

【有効性】 

登下校時の通学路において交通整理及び適切な指導が行われ、児童等の通学における安全が
確保されている。 

【経済性・効率性】 

主な経費は、交通安全街頭指導員への報酬であり、報酬の額は「特別職に属する非常勤の職員
の報酬及び費用弁償に関する条例」で規定された金額を適用していることから、妥当であると考え
る。 

６．今後の方向性等 

通学時の交通安全の確保という本務とともに「地域での見守り」としての役割が評価されており、児童数
の変化や新しい道路の開通に伴う交通量などを見極め、配置箇所の適正化等を十分に考慮しながら、当
該事業を継続していく必要がある。 
また、どの指導員も一定レベルの職務が求められるため、マニュアルを作成する。 

 
  

事業の成果等につ
いて 

交通安全街頭指導員を１８名、４小学校の通学路の各所に配置したこと
により、児童等の登下校時における交通安全の確保が図られたとともに、
日々の「あいさつ」の励行や見守り活動の実施で、地域コミュニティの醸
成にも大きく寄与した。 
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番号８ 

事 業 名 小学校遊具整備改修事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 

児童の身体的・精神的・社会的能力などを身につけるために設置された遊具の適
切な維持管理を行う。 
 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １，９４０ ３，０７８ ３，５９２ 

２４年度の主な歳出節別
内訳 

委託料      １０５ 
工事請負費  ３，４８７ 

３．活動指標 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

改修箇所数 

８箇所 
 

播磨小学校  ２ 
播磨西小学校 ４ 
播磨南小学校 １ 
蓮池小学校  １ 

９箇所 
 

播磨小学校  ３ 
播磨西小学校 １ 
播磨南小学校 １ 
蓮池小学校  ４ 

６箇所 
 

播磨小学校  ０ 
播磨西小学校 １ 
播磨南小学校 ０ 
蓮池小学校  ５ 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

遊具の安全確保は設置者及び管理者の責務であり、国土交通省の指針に沿って策定された
「遊具の安全に関する基準」に基づいた維持管理が必要である。 

【有効性】 

遊具の適切な維持管理を行うことにより、児童の安全が確保される。 

【経済性・効率性】 

国土交通省の指針に沿って策定された「遊具の安全に関する基準」に基づき、点検・評価
を行い、その結果けがや事故の要因になるものを対象に整備を行っている。 

 
６．今後の方向性等 

今後も国土交通省の指針に沿って策定された「遊具の安全に関する基準」を参考に、社団法人日
本公園施設業協会会員による点検・評価を実施するとともに、その結果を用いて、けがや事故の起
因となるような遊具については順次整備もしくは更新を図っていく。 
 

 

事業の成果等につ
いて 

校庭等に設置した遊具の適切な維持管理を実施したことにより、児童へ
の安全が図られ、安心して使用できる状態を維持することができた。 
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番号９ 

事 業 名 播磨小学校受電設備改修事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 
安全で安心な教育環境の構築のため、設置後３０年以上経過し、全体が経年劣化し
ている高圧受変電設備を更新する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― ３１３ ０ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

 

３．活動指標 

主な事業内容 ２６年度実施に向けての計画を行った。 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

 学校を運営するうえで、教育活動が安全な環境において実施され、児童等の安全の確保が図
られるために必要である。 

【有効性】 

 全体が経年劣化している高圧受変電設備を更新することで、より安全性、効率性が高められ
る。 

【経済性・効率性】 

見積り比較を実施し、最も安価な業者に発注することよって、適正な費用で実施できた。 

６．今後の方向性等 

平成２６年度に更新工事を実施する。 

 

事業の成果等につ
いて 

受変電設備を改修するために必要な実施設計書類を一式作成することが
でき、工事の発注等の準備を整えた。 
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番号１０ 

事 業 名 蓮池小学校給食室改修事業 担当グループ  教育総務グループ 

 
１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 

安全な給食を安定的に提供できるよう、給食室内のブレーカー遮断が頻発している
容量不足の電気設備、並びに配膳棚等を改修する。 

 
２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― ７０４ ９，４５１ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

監理業務委託料  ５９８ 
工事請負費  ８，８５２ 

 
３．活動指標 

主な事業内容 改修工事 一式 

 
 
 
４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

 学校給食法にも定められているように、安全な給食を安定して提供する必要がある。 

【有効性】 

 安定的に提供できる環境が整うことで、安定的に安全に提供できる学校給食の本来の目的が達成
できる。 

【経済性・効率性】 

見積り比較を実施し、最も安価な業者に発注することよって、適正な費用で実施できた 

６．今後の方向性等 

狭小な給食室解消および施設のドライ化のため、今後の計画を策定する必要がある。 

 

事業の成果等につ
いて 

給食室の分電盤、建具および配膳棚等を改修することにより、より安全に
給食を提供することができた。 
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番号１１ 

事 業 名 
小学校施設非構造部材等耐震対

策事業 
担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 
地震時に非構造部材等の落下事故が生じないよう、設備機器の固定状況の調査を行
い、改修工事を実施する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― ９３２ ２９９ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

工事請負費 ２９９ 

３．活動指標 

主な事業内容 
播磨西・播磨南小学校エアコン吊金物補強工事 ２箇所 
播磨西小学校体育館照明灯落下防止対策 1 式 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校を運営するうえで、教育活動が安全な環境において実施され、児童等の安全の確保が図
られるために必要である。 

【有効性】 

 災害時の児童・教職員・避難者への安全が確保できる。 

【経済性・効率性】 

見積もり比較によって、最も安価な業者に発注することにより、適正な費用で実施できた。 

６．今後の方向性等 

学校における児童の安全を確保するため、施設の適切な維持管理を行っていく。 

 

事業の成果等につ
いて 

 非構造部材の耐震工事を行うことができ、児童の安全を確保することが
できた。 
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番号１２ 

事 業 名 播磨小学校北校舎大規模改造事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 
昭和５５年３月の竣工以降、大規模な改修が行われていないことから各所に老朽

化が進展し、日常の使用においても支障が生じていることから施設全体の改修を実
施する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― ― ４，２１１ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

設計業務委託料 ４，２１１ 

３．活動指標 

主な事業内容 実施設計業務 1 式 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

 学校を運営するうえで、教育活動が安全な環境において実施され、児童等の安全の確保が図
られるために必要である。 

【有効性】 

 老朽化している校舎を改修することで、教育環境の改善が図られ健やかな成長を促進でき
る。 

【経済性・効率性】 

一般競争入札によって、最も安価な業者に発注することにより、適正な費用で実施できた。 

６．今後の方向性等 

平成２６,２７年度において工事を実施する。 

 

事業の成果等につ
いて 

 大規模改造事業を実施するために必要な実施設計書類が一式作成するこ
とができ、工事の発注等の準備を整えることができた。 
また、トイレについては児童の意見を聞くワークショップも開催し意見

が反映された設計になった。 
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番号１３ 

事 業 名 
播磨小学校給食棟屋上 

防水改修事業 
担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 
昭和５４年３月の竣工以降、屋上防水の改修が行われていないことから、漏水が発
生していることから屋上防水の改修を実施する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― ― ４，４００ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

設計業務委託料 420 
工事請負費  3,979 
 

３．活動指標 

主な事業内容 実施設計業務 1 式、防水改修工事 1 式 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

給食室は、安全な食を提供できるように整備する必要があるため必要である。 

【有効性】 

 漏水の発生している給食室屋上防水を改修することで、調理環境の改善が図られより安全な
給食を提供することができる。 

【経済性・効率性】 

一般競争入札によって、最も安価な業者に発注することにより、適正な費用で実施できた。 

６．今後の方向性等 

狭小な給食室解消および施設のドライ化のため、今後全町的な計画を策定する必要がある。 

 

事業の成果等につ
いて 

 改修工事を実施したことにより天井からの漏水が止まり、建物の保全が
図れたとともにより安全な給食を提供することができた。 
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番号１４ 

事 業 名 播磨小学校プール改修事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 
経年による劣化が著しいため、施設全体の改修を実施する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― ― ４２，３７６ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

実施設計委託料 2,376   工事請負費（前払金） 40,000 

３．活動指標 

主な事業内容 実施設計業務 1 式   改修工事 1 式（２６年度へ繰越し） 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校を運営するうえで、教育活動が安全な環境において実施され、児童等の安全の確保が図
られるために必要である。 

【有効性】 

 老朽化が激しいため必要である。 

【経済性・効率性】 

適正な価格で発注できたが、土中に埋没されていた投棄物への対策のために計画を一部見直す
結果となったが、経済性や工期の短縮を考慮した方法での工事を選択することができた。 

６．今後の方向性等 

平成２６年１２月末に竣工予定。 
他校のプールについても老朽化が著しいため、順次改修が必要である。 

 

事業の成果等につ
いて 

改修工事を実施するために必要な実施設計書類一式を作成し、工事請負契
約を締結し、工事着工した。（完成は２６年度） 
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番号１５ 

事 業 名 小学校扇風機・ミスト設置事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 
夏季における高温化により、児童の健康への悪影響が懸念されることから、身体への負

担軽減と学習環境の改善を図るため、教室に扇風機と屋外にミスト装置を設置する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― － １０，２２５ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

設計業務委託料 945、工事請負費 9,280 

３．活動指標 

主な事業内容 扇風機設置設計業務 1 校、扇風機設置工事 4 校、ミスト設置工事 4 校  

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校を運営するうえで、教育活動が安全な環境において実施され、児童等の安全の確保が図
られるために必要である。 

【有効性】 

扇風機を設置することで、教育環境の改善、熱中症対策が図られ安全で健やかな成長を促進
できる。  

【経済性・効率性】 

見積もり比較によって、最も安価な業者に発注することにより、適正な費用で実施できた。 

６．今後の方向性等 

 機器の効用が発揮できるよう、適切な維持管理に努める。 

 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

 工事実施により、各教室に高所設置型の扇風機が４台設置され、教室全

体に風を送ることができるようになり、快適な学習環境をつくることがで

きた。 
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番号１６ 

事 業 名 小学校就学援助事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

② 確かな学力の育成 

 

第４次総合計画

での位置付け 

基本目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 

１ 生涯学習の充実 各年代に応じた学習機会の充実 

事 業 概 要 

 心身ともに健全な児童の育成を図るため、経済的理由により就学が困難な児童に
対し、学用品、給食費等を補助する。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １８，７７９ ２０，１０６ １９，２５０ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

役務費     １３     
扶助費 １９，２３７ 

３．活動指標  ①就学援助支給者 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

播磨小学校 74 人 77 人 95 人 

蓮池小学校 126 人 130 人 114 人 

播磨西小学校 73 人 72 人 59 人 

播磨南小学校 19 人 32 人 34 人 

合  計 292 人 311 人 302 人 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

「教育の機会均等」の実現を図るため、真に就学援助を必要とする家庭に対して援助を行い、児
童が安心して学校生活を送ることができるように援助する必要がある。 

【有効性】 

就学援助は、生活保護法に規定する要保護者並びにそれに準ずる家庭の保護者にとって必要な
経費であり、安心して学校生活を送るためには有効である。 

【経済性・効率性】 

播磨町就学援助規則で定められた基準によって適正に援助している。 

６．今後の方向性等 

景気低迷の長期化による保護者の失業、収入の減少、または離別等によって就学援助を必要とする世
帯が相当数存在しており、児童の教育を受ける環境を整える面から考慮すると継続する必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

経済的理由により就学が困難な児童の保護者に対して教育に係る費用の
一部を援助することで、義務教育の円滑な実施に資することができた。 



- 22 - 

 

 
番号１７ 

事 業 名 中学校保健衛生事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

③ 健やかな体の育成 

ⅲ 生涯にわたる健康の基礎を培う学校保健の充実 

第４次総合計画

での位置付け 
基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 「生きる力」を育む特色ある教育の推進 

事 業 概 要 
 生徒及び教職員を対象に学校保健安全法に基づく健康診断を実施し、健
康の保持及び増進を図る。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ６，５４８ ６，３２４ ６，４２７ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報償費      ３，３８２     
委託料      ２，６８４ 

３．活動指標  ①各種検診受診状況 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

胸部結核検診 3 人 １人 1 人 

腎臓検診 
1次検尿 1,042 人 1,006 人 1,021 人 

2次検尿  163 人 128 人 100 人 

糖尿病検診 
1次検診 1,042 人 1,006 人 1,021 人 

2次検診 1 人 1 人 1 人 

心臓検診 

1次検診 375 人 335 人 353 人 

2次検診 375 人 334 人 351 人 

精密検診 16 人 9 人 17 人 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校保健安全法において生徒及び教職員への健康診断の実施の義務が規定されている。 

【有効性】 

生徒及び教職員の健康状態の確認及び早期発見を目指し健康診断を実施することは、健康の保
持増進を図り、学校教育の円滑な実施とその成果を確保するためには有効である。 

【経済性・効率性】 

健康診断の委託先は財団法人加古川総合保健センターであり、委託料は一市二町（加古川市・
稲美町・播磨町）同額であることから、適正な単価で実施できている。 

６．今後の方向性等 

当該事業は法律で義務付けられていることから、このまま継続する必要がある。 

 

事業の成果等に
ついて 

学校保健安全法の規定に基づく健康診断の検査を実施したことにより、
生徒及び教職員の健康保持及び増進が図られた。 
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  番号１８ 

事 業 名 中学校施設維持管理事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 
基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 

円滑な学校運営を推進するため、中学校施設の適切な維持管理と学校内
の保全を行う。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ２１，１９７ １８，８５６ １７，９４７ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

需用費   １２，７６４      
役務費      ６７１ 
委託料    １，７２２ 
工事請負費  ２，１００ 

３．活動指標  ①燃料費・光熱水費の推移                   （単位：円） 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

電気料金 5,847,660 6,054,249 7,000,513 

水道料金 4,355,080 3,258,670 3,458,290 

ガス料金 98,841 100,834 105,380 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校を運営するうえで、教育活動が安全な環境において実施され、生徒等の安全の確保が
図られるために必要である。 

【有効性】 

各種学校施設の経年化に伴い、適切な維持補修を実施することにより、建物の良好な維持管理、
教育環境の整備、職員の健康保持、耐用年数等の増加等を図ることができるとともに、将来の経費
を節減することができる。 

【経済性・効率性】 

緊急性の高いものから順次、計画的な整備に取り組んでいる。 

 
６．今後の方向性等 

各中学校の校舎及び屋内運動場等主要な施設において、大規模な改修を必要とする老朽化が進行し
ている。 
そのため、中学校の各種施設について優先順位を付して、計画的に「大規模改造」による整備工事を

実施していく必要がある。 

 

事業の成果等につ
いて 

円滑な学校運営の推進ができたとともに施設の適切な維持管理、
学校内の保全を行うことができた。  
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  番号１９ 

事 業 名 中学校運営用備品整備事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 
基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 
 中学校運営用備品の整備等を行い、教育内容を充実し、生徒の学習効果
をあげる。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ４，６２９ ３，６６３ ６，４０１ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

備品購入費   ６，４０１ 

３．活動指標                              （単位：円） 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

備品購入費 4,629,128 3,663,144 6,401,184 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校運営を円滑に行うためには各種備品は必要不可欠であり、故障による使用不能や老朽化によ
る買い替えにより整備することはより良い教育環境を整備するうえで、妥当である。 
本年度は特に校務用パソコンの老朽化に伴い更新を図る必要があった。 

【有効性】 

備品の整備は、各校から提出されたリストによる優先順位をもって実施しており、必要な場合は備
品の状態等も現地で確認していることから、有効な整備ができている。 

 

【経済性・効率性】 

学校からの要望を予算の範囲内で精査し、一括発注などできる限りの経費節減に努めている。ま
た校務用パソコンの更新により作業効率が改善した。 

６．今後の方向性等 

良好な教育環境を持続していくためにも、計画的な備品の整備は今後も引き続き必要である。 
整備方法については、今後の教育の方向性も加味しながら必要性・緊急性及び適正な規格等を考慮しな
がら整備を実施していく。 

 

事業の成果等につ
いて 

日常の学校運営に必要な物品は廃棄や老朽化にともない適切に整備した
ことで、環境整備ができた。 
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  番号２０ 

事 業 名 中学校給食事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

③ 健やかな体の育成 

ⅲ 生涯にわたる健康の基礎を培う学校保健の充実 

第４次総合計画

での位置付け 
基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 「生きる力」を育む特色ある教育の推進 

事 業 概 要 
中学校の全生徒に対し、調理配送業務委託方式で完全給食を実施し、健康の保持

増進を図るとともに、望ましい食習慣を養い、食の自己管理能力を身につけさせる。 
 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ５４，４７４ ５４，１９２ ５４，１２６ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

需用費       １２２   役務費        ３３ 
委託料    ５３，７９５   備品購入費     １６５ 

３．活動指標 

  ２４年度 ２４年度 ２５年度 

給食実施日数 

播磨中学校 

1 年生 １４５日 １５１日 １４９日 

2 年生 １４９日 １５４日 １５２日 

3 年生 １３２日 １４１日 １３５日 

播磨南中学校  

1 年生 １５０日 １５４日 １５２日 

2 年生 １５２日 １５５日 １５３日 

3 年生 １３６日 １４１日 １３６日 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

 平成２３年１月から開始した給食も定着してきており大きなトラブルもな
く、教職員の協力により、より一層食育の充実が図られた。 
生徒の健全な育成、それにかかわる食育も給食をとおして行うことができた。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

平成２１年度に播磨町中学校給食実施計画等検討委員会によって策定された「播磨町中学校学
校給食実施計画」に基づく「主食、副食及びミルクからなる完全給食」を生徒全員に提供することがで
きた。 

【有効性】 

バランスの取れた栄養豊かな食事を提供することにより、成長期にある生徒の心身の発達に寄与
できるとともに日常生活における望ましい食習慣を養うことができる。 

【経済性・効率性】 

「学校給食衛生管理の基準」等に準拠した調理場を有する民間事業者に調理、配送業務を委託
することによって、直営と比較して安価に中学校給食を実施することができた。 

６．今後の方向性等 

委託業者による調理・配送業務や中学校の現場における配膳・喫食・後片付け等の中学校給食は定着
しスムーズに運営できている。食育についての教育も進めているがさらに業者とも連携を進めていく必要
がある。 
契約期間が満了になるまでに、中学校給食実施の評価を行い今後の方向性を決める課題があると考え

る。 

 
 
 
 
 



- 26 - 

 

 
番号２１ 

事 業 名 播磨中学校受電設備改修事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 
基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 
安全で安心な教育環境の構築のため、設置後３０年以上経過し、全体が経年劣化

している高圧受変電設備を更新する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― ３１３ ２３，０６４ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

 委託料 ６３０ 工事請負費 ２２，４３４ 

３．活動指標 

主な事業内容 工事監理業務 1 式、受電設備改修工事 1 式 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校を運営するうえで、教育活動が安全な環境において実施され、生徒等の安全の確保が図
られるために必要である。 

【有効性】 

全体が経年劣化している高圧受変電設備を更新することで、より安全性、効率性が高められ
る。 

【経済性・効率性】 

一般競争入札によって、最も安価な業者に発注することにより、適正な費用で実施できた。 

６．今後の方向性等 

平成２６年度においては播磨小学校の受電設備を改修する予定であり、今後も老朽度合いに応じて順
次改修していく必要がある。 

 

事業の成果等につ
いて 

 受変電設備を改修することができ、安全に電力を供給できるとともに、
デマンド監視装置により電気料金も節約することができる。 
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番号２２ 

事 業 名 
中学校施設非構造部材等耐震対

策事業 
担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 
基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 
地震時に非構造部材等の落下事故が生じないよう、設備機器の固定状況の調査を行
い、改修工事を実施する。 
  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― ６７９ １４２ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

工事請負費      １４２ 

３．活動指標 

主な事業内容 播磨中学校体育館照明灯落下防止対策 1 式 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校を運営するうえで、教育活動が安全な環境において実施され、生徒等の安全の確保が
図られるために必要である。 

【有効性】 

 災害時の児童・教職員・避難者への安全が確保できる。 

【経済性・効率性】 

見積もり比較によって、最も安価な業者に発注することにより、適正な費用で実施できた。 

６．今後の方向性等 

学校における生徒の安全を確保するため、施設の適切な維持管理を行っていく。 

 
 
 

事業の成果等につ
いて 

 非構造部材の耐震工事を行うことができ、児童の安全を確保することが
できた。 
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番号２３ 

事 業 名 
播磨南中学校屋内運動場大規模

改造事業 
担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 
基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 

昭和５５年３月の竣工以降、大規模な改修が行われていないことから各所に老朽
化が進展し、日常の使用においても支障が生じていることから施設全体の改修を実
施する 

  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― ２，１６２ １５７，６６３ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

役務費     ６４   工事請負費  １５６，０２４ 
委託料  １，５７５ 

３．活動指標 

主な事業内容 改修工事 一式 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校を運営するうえで、教育活動が安全な環境において実施され、生徒等の安全の確保が
図られるために必要である。 

【有効性】 

老朽化している体育館を改修することで、教育環境の改善が図られ健やかな成長を促進で
きる。 

【経済性・効率性】 

一般競争入札によって、最も安価な業者に発注することにより、適正な費用で実施できた。 

６．今後の方向性等 

適切な施設管理を行う。 

 

事業の成果等につ
いて 

 災害時における避難所としての機能を兼ね備えた、良好な学校施設が整
備できた。 
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番号２４ 

事 業 名 
播磨中学校南校舎大規模改造事

業 
担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 
基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 

昭和５５年３月の竣工以降、大規模な改修が行われていないことから各所に老朽
化が進展し、日常の使用においても支障が生じていることから施設全体の改修を実
施する 

  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― ― ３，６３８ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

委託料  ３，６３８ 

３．活動指標 

主な事業内容 実施設計業務 一式 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校を運営するうえで、教育活動が安全な環境において実施され、生徒等の安全の確保が
図られるために必要である。 

【有効性】 

老朽化している校舎を改修することで、教育環境の改善が図られ健やかな成長を促進でき
る。 

【経済性・効率性】 

一般競争入札によって、最も安価な業者に発注することにより、適正な費用で実施できた。 

６．今後の方向性等 

平成２６年度に工事を実施する。 

 

事業の成果等につ
いて 

 大規模改修事業を実施するために必要な実施設計書類が一式作成するこ
とができ、工事の発注等の準備を整えることができた。 
 また、トイレについては生徒の意見を聞くワークショップも開催し意見
が反映された設計になった。 
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番号２５ 

事 業 名 中学校扇風機・ミスト設置事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 
基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 
夏季における高温化により、生徒の健康への悪影響が懸念されることから、身体への

負担軽減と学習環境の改善を図るため、教室に扇風機と屋外にミスト装置を設置する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― ― ４，１７９ 

２４年度の主な歳出節別
内訳 

工事請負費  ４，１７９ 

３．活動指標 

主な事業内容 扇風機設置工事 2 校、ミスト設置工事 2 校 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校を運営するうえで、教育活動が安全な環境において実施され、生徒等の安全の確保が
図られるために必要である。 

【有効性】 

扇風機を設置することで、教育環境の改善が図られ健やかな成長を促進できる。 

【経済性・効率性】 

見積もり比較によって、最も安価な業者に発注することにより、適正な費用で実施できた。 

６．今後の方向性等 

機器の効用が発揮できるよう、適切な維持管理に努める。 

 

事業の成果等につ
いて 

 工事実施により、各教室に高所設置型の扇風機が４台設置され、教室全
体に風を送ることができるようになり、快適な学習環境をつくることがで
きた。 
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番号２６ 

事 業 名 中学校就学援助事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

② 確かな学力の育成 

 

第４次総合計画

での位置付け 
基本目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 

1 生涯学習の充実 各年代に応じた学習機会の充実 

事 業 概 要 
心身ともに健全な生徒の育成を図るため、経済的理由により就学が困難

な生徒に対し、学用品費、修学旅行費等を補助する。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １６，１１７ １６，５８６ １７，１６５ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

役務費         ８  
扶助費    １７，１５７ 

３．活動指標 
①就学援助支給者 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

播磨中学校 ８８人 ８５人 ９１人 

播磨南中学校 ８６人 ９１人 ８５人 

合   計 １７４人 １７６人 １７６人 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

「教育の機会均等」の実現を図るため、真に就学援助を必要とする家庭に対して援助を行い、生
徒が安心して学校生活を送ることができるように援助する必要がある。 

【有効性】 

就学援助は、生活保護法に規定する要保護者並びにそれに準ずる家庭の保護者にとって必要な
経費であり、安心して学校生活を送るためには有効である。 

【経済性・効率性】 

播磨町就学援助規則で定められた基準によって適正に援助している。 

６．今後の方向性等 

景気低迷の長期化による保護者の失業、収入の減少、または離別等によって就学援助を必要とする世
帯が相当数存在しており、生徒の教育を受ける環境を整える面から考慮すると継続する必要がある。 

 

 

事業の成果等につ
いて 

経済的理由により就学が困難な生徒の保護者に対して教育に係る費用の
一部を援助することで、義務教育の円滑な実施に資することができた。 
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番号２７ 

事 業 名 幼稚園保健衛生事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

③ 健やかな体の育成 

ⅲ 生涯にわたる健康の基礎を培う学校保健の充実 

第４次総合計画

での位置付け 
基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 「生きる力」を育む特色ある教育の推進 

事 業 概 要 
園児及び教職員を対象に学校保健安全法に基づく健康診断を実施し、健

康の保持及び増進を図る。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ３，８１３ ３，８８４ ３，９５６ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報償費       ２，７７８ 
需用費         １３０ 
委託料       １，０２０ 
使用料及び賃借料     ２８ 

３．活動指標 ①幼稚園保健衛生事業  

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

腎臓検診 
1次検尿 ４５１人 ４８１人 ４５６人 

2次検尿 ５５人 ６８人 ５５人 

糖尿病検診 
1次検診 ４５１人 ４８１人 ４５６人 

2次検診 ０人 ０人 ０人 

ぎょう虫卵検診 ４５１人 ４８１人 ４６０人 

４．成果指標等 

５．評価 

事業評価 
について 

 

【妥当性】 

幼児教育を安全で良好な環境で行うためにも、園児及び教職員への健康診断の実施
の義務が規定されているために必要である。 

【有効性】 

園児及び教職員の健康状態の確認及び早期発見を目指し健康診断を実施すること
は、健康の保持増進を図り、幼稚園教育の円滑な実施とその成果を確保するためには有
効である。 

【経済性・効率性】 

健康診断の委託先は財団法人加古川総合保健センターであり、委託料は一市二町
（加古川市・稲美町・播磨町）同額であることから、適正な単価で実施できている。 

６．今後の方向性等 

当該事業は法律で義務付けられていることから、このまま継続する必要がある。 

 

事業の成果等につ
いて 

学校保健安全法の規定に基づく健康診断の検査を実施したことによ
り、園児及び教職員の健康保持及び増進が図られた。 
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  番号２８ 

事 業 名 幼稚園施設維持管理事業 担当グループ  教育総務グループ 

 
１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 
基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 

円滑な幼稚園運営を推進するため、幼稚園施設の適切な維持管理と園内
の保全を行う。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ４，９１４ ５，５２６ ５，８０２ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

需用費       ３，９６９ 
委託料        ９７２ 
使用料及び賃借料     ３００ 

３．活動指標  ①燃料費・光熱水費の推移                    （単位：円） 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

電気料金 1,564,368  1,490,956 1,658,819 

水道料金 963,790 1,006,240 937,720 

ガス料金 483,200 471,363 537,851 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

園児の安全、健全育成のため園施設の維持、管理、運営を行う必要がある。 

【有効性】 

各種施設の経年化に伴い、適切な維持補修を実施することにより、建物の良好な維持管理、教育
環境の整備、職員の健康維持、耐用年数等の増加を図ることができるとともに、将来の経費を節減
することができる。 

【経済性・効率性】 

緊急性の高いものから順次、計画的に取り組んでいる。 

６．今後の方向性等 

良好な教育環境及び園児の安全等を確保するため、施設内の主要な箇所の状況を定期的に点検し、
老朽化の進行状況を把握するともに年次的に補修等を実施していく必要がある。 

 

事業の成果等につ
いて 

円滑な園の運営が推進できたとともに施設の適切な維持管理、園
内の保全を行うことができた。  
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  番号２９ 

事 業 名 幼稚園運営用備品整備事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 
基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 
幼稚園運営用備品の整備を行い、教育内容を充実し、園児の学習効果を

あげる。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ８９２ １，２２５ ３，１８５ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

備品購入費  ３，１８５ 

３．活動指標                              （単位：円） 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

備品購入費 891,930 1,224,734 3,185,408 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

幼稚園運営を円滑に行うためには園児の成長や幼児教育に必要な備品の配備は必要不可欠で
あり、そのような備品を更新、または新規に整備することはより良い幼児教育環境を整備することから
も妥当である。 
また、園児数・クラス数増に対応するための備品を整備する必要があった。 

【有効性】 

備品の整備は、各園から提出されたリストによる優先順位をもって実施しており、必要な場合は備
品の状態等も現地で確認していることから、有効な整備ができている。  
加えて、園児数・クラス数増に対応する環境が整備できた。 

【経済性・効率性】 

予算の範囲内で幼稚園からの要望を精査し、優先順位を決めて計画的に整備を進めている。 

６．今後の方向性等 

良好な教育環境を持続していくためにも、計画的な備品の整備は今後も引き続き必要である。 
整備方法については、今後の園児数の動向を踏まえ、限定された予算内において、必要性・緊急性及

び適正な規格等を考慮しながら順次整備を実施していく。 

  

事業の成果等につ
いて 

日常の園運営に必要な各種備品を的確に整備したことで、園児が良好な
環境のもとに教育が受けられるようになった。 
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 番号３０ 

事 業 名 幼稚園遊具整備改修事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 
基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 
園児の身体的・精神的・社会的能力などを身につけるために遊具の適切な維持管

理を行う。 
 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ２０７ ５４９ ５７５ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

委託料     ６３ 
工事請負費  ５１２ 

３．活動指標 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

改修箇所数 
播磨幼稚園 2 箇所 

蓮池幼稚園 0 箇所 

播磨西幼稚園 0 箇所 

播磨幼稚園 1 箇所 

蓮池幼稚園 0 箇所 

播磨西幼稚園 0 箇所 

播磨幼稚園 1 箇所 

蓮池幼稚園 0 箇所 

播磨西幼稚園 2 箇所 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

遊具の安全確保は設置者及び管理者の責務であり、国土交通省の指針に沿って策定された
「遊具の安全に関する基準」に基づいた維持管理が必要である。 

【有効性】 

遊具の適切な維持管理を行うことにより、園児の安全が確保される。 

【経済性・効率性】 

国土交通省の指針に沿って策定された「遊具の安全に関する基準」に基づき、点検・評価
を行い、その結果けがや事故の要因になるものを対象に整備を行っている。 

６．今後の方向性等 

今後も国土交通省の指針に沿って策定された「遊具の安全に関する基準」を参考に、社団法人日
本公園施設業協会会員による点検・評価を実施するとともに、その結果を用いて、けがや事故の起
因となるような遊具については順次整備もしくは更新を図っていく。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

園庭に設置した遊具の適切な維持管理を実施したことにより、園児への
安全が図られ、安心して使用できる状態を維持することができた。 
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番号３１ 

事 業 名 蓮池幼稚園改修事業 担当グループ  教育総務グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１．自立して社会で生きていく力を育てる 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 
基本目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 
平成１３年４月の竣工以降、改修を行っていないことから、各所に劣化が進行し

ているため、施設全体の改修工事を実施する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 － － １，０４０ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

委託料  １，０４０ 

３．活動指標 

主な事業内容 実施設計業務 一式 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

幼稚園における教育活動が安全な環境において実施され、園児の安全の確保が図られるよう
にするために必要である。 

【有効性】 

老朽化している園舎を改修することで、教育環境の改善が図られ健やかな成長を促進でき
る。 

【経済性・効率性】 

一般競争入札によって、最も安価な業者に発注することにより、適正な費用で実施できた。 

 
６．今後の方向性等 

平成２６年度に工事を実施する。 

 
 
 

  

 

事業の成果等につ
いて 

改修工事を実施するために必要な実施設計書類が一式作成することがで
き、工事の発注等の準備を整えることができた。 
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番号３２ 

事 業 名 教育研究指導事業 担当グループ  学校教育グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

２ 家庭・学校園・地域社会との連携を密にし、きめ細かな取組を進める 

(3) 信頼される教育環境 

⑥ 教職員の資質向上 

ⅰ 教師の指導力の向上 

第４次総合計画

での位置付け 

第１節 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 教職員に対する研修 

事 業 概 要 
 研修会・研究会等を実施し、教職員の資質の向上を図るとともに、児童
生徒の学習指導、生活指導に役立てる。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １，２１６ １，２１４ １，１８５ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報償費 ９４７    
需用費 １２７  

３．活動指標   ①教職員研修講座受講者数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

教育機器利用研修講座 58人（保 307人） 47名 55名 

生徒指導研修講座 29人 62名 125名 

幼児教育研修講座 30人（保・幼 1164人） 32名 35名 

若年教職員研修会 51人 40名 28名 

中堅・ベテラン教職員研修講座 39人 66名 36名 

教科研修講座 408人（校内研） 543名 715名 

特別支援教育講座 167人 268名 110名 

一般教育講座 151人 175名 236名 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

社会変化に伴う多種多様化する教育環境や教育的ニーズに対応するため、教育委員会として教
師としての倫理観や資質・指導力の向上を目指し、さらに信頼される学校づくりのため、研修の実施
は教育委員会としての責務であり妥当な事業である。 

【有効性】 

近年、ベテラン教職員の大量退職期を迎えており、学校力の低下が危惧される中、今日の教育課
題に対応していくため、研修を通して一人一人の教師力を高め、学校としての組織力の向上を図る
ことができる。また、増加する若年者教職員へ指導技術や学校文化を継承することができる。 

【経済性・効率性】 

各担当者会の研修と教育委員会の教育研究指導事業を可能な限り一本化することで、ニーズに
応じた研修機会を設定でき、研修内容の充実と経費の節減を図っている。 

６．今後の方向性等 

小学校、中学校とも新学習指導要領が完全実施され、新学習指導要領改訂の趣旨を踏まえ、さらに教
職員の資質向上に努めるとともに、研修内容や研修時期を検討し、より質の高い効果的な研修を計画す
る。今後は、小・中連携の視点から、特別支援教育をはじめ、道徳教育や英語教育に係る研修を充実させ
たい。 

 
 

事業の成果等につ
いて 

播磨町教育振興基本計画や学校園教育充実計画に基づき、特別支援教
育・不登校対策等、本町の教育課題に対応した適切な研修が実施できた。
特に今日的な課題であるいじめや体罰問題などの効果的な研修を実施し教
職員の資質・能力の向上を図る。 
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番号３３ 

事業名 児童生徒就学事務事業 担 当 G 学校教育グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１ 自立して社会で生きていく力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランス 

④ 健やか体の育成 

ⅲ 生涯にわたる健康の基礎を培う学校保健の充実 

第４次総合計画

での位置付け 

第１節 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 「生きる力」を育む特色ある教育・・ 

事業概要 

 児童生徒の就学に関する事務を行なう。 
 
 
 

２．事業費及び財源内訳                        （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ３３９ ４５６ ３７２ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報酬   ５２      使用料及び賃借料 ２４ 
需用費  ４４      負担金補助  ２４ 
委託料 １９７      

３．活動指標  ①入学児童生徒数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

播磨小学校 ８５ ７２人 ９３ 

蓮池小学校 １４０ １１０人 １３２ 

播磨西小学校 ６１ ４４人 ５７ 

播磨南小学校 ４２ ４５人 ５４ 

播磨中学校 ２０６ １８８人 ２１２ 

播磨南中学校 １５７ １３９人 １２９ 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

法に則り、適正に就学させている。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

小学校については、入学前に子どもの健康状態を把握し、必要に応じて受診をすすめることができ
る。 

【有効性】 

入学前に、子ども達の実態を把握することで、子ども達への支援や就学指導がスムーズに行える。 

【経済性・効率性】 

就学時検診を各学校で行うことにより、就学予定の子ども達を受け入れ側の教職員が観察でき、よ
り早く実態把握ができ、効率的である。 

６．今後の方向性等 

法に則り、今後も適正に就学指導及び、就学事務を行っていく。 
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番号３４ 

事業名 教科専門指導教諭配置事業 担 当 G 学校教育グループ 

１． 事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１ 自立して社会で生きていく力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

② 確かな学力の育成 

ⅰ 基礎的・基本的な学力の定着 

第４次総合計画

での位置付け 

第１節 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 個に応じた指導の充実 

事業概要 

 基礎的・基本的な内容の確実な定着や一人一人の個性や能力の伸長を図り、児
童への行き届いた教育活動を展開するため、きめ細やかな指導補助教員を配置す
る。 
 

２．事業費及び財源内訳                           （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ２１，８６６ ２２，１４５ ２１，９９６ 

２５年度の主な歳出節別内訳 賃金１９，２４２  共済費２，７５４ 

３．活動指標  ①学校別配置数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

播磨小学校 ２名 ２人 ２人 

蓮池小学校 ３名 ３人 ４人 

播磨西小学校 ２名 ２人 ２人 

播磨南小学校 ２名 ２人 １人 

４．成果指標等 

事
業
の
成
果
等
に
つ
い
て 

 個に応じたきめ細やかな指導が定着し、基礎学力の定着に加えて、組織的・継続的なきめ細か
な指導・声かけ等により、すべての児童が学級の一員としての自覚をもって生活でき、算数科に
おける基礎・基本の定着と学習意欲の向上が図れた。また、その成果が、中学校における学習面
や生活面を支えているといえる。平成２５年度の全国学力学習状況調査の結果においても、数学
では全国平均を上回る結果であった。そして、きめ細かな対応をする中で、一人一人に少しの成
長や問題ができたことを褒める機会が増え、児童のやる気を高め、児童の今後の成長の元となる
自己肯定感を高めることにつながっている。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

教科専門指導教諭が配置されることで、少人数指導や複数指導が効果的に行え、きめ細かな指導
ができるようになっている。何より、学力差のある児童に対応するためには人的な加配が必要である。 

【有効性】 

教科専門指導教諭が配置されることで、児童のつまずきに対応した指導を行うことができている。ま
た、複数指導を通して、児童理解も深まり適切な個別指導を行うことで、授業中に達成感を味あわせる
ことができ、算数に対する学習意欲が向上する。 

【経済性・効率性】 

年間の総勤務時間を設定しその範囲内で勤務を行うことで、児童の長期休業中などに勤務日の設定
を少なくすることができ効率的である。さらに、小学生対象の事業であるが、小学校で身につけた学習
に対する意欲的な態度や授業中の達成感が中学校へも波及している。 

６．今後の方向性等 

児童へのきめ細かな教科指導を行うことで、基礎基本の定着、学習に対する興味・関心を高めるだけでな
く、定着した知識を活用する力を身につけさせる必要がある。また、学習面で児童の自己肯定感、やる気を
向上させるとともに、日常の生活場面でも、よりきめ細かく児童を見守ることで安心して学校生活を送ることが
できるようにしたい。さらに、本事業が中学校へ進学した後にも子どもに学習面、生活面ともに良い影響を与
えていると考えられ、将来的には、算数・数学に特化しない学習支援の推進を図りたい。 
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番号３５ 

事業名 青少年健全育成事業 担 当 G 学校教育グループ 

２． 事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

２ 家庭・学校園・地域社会との連携を密にし、きめ細かな取組を進める 

(4) 家庭・学校・地域社会の連携 

⑧ 地域ぐるみの子どもの育成 

ⅱ 地域ぐるみで取り組む子どもの育成 

第４次総合計画

での位置付け 

第１節 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

３ 青少年の健全育成 
家庭、学校、地域の連携による青少年の健
全育成 

事業概要 
青少年の健全な育成のため、少年補導委員の委嘱、青少年育成推進委員会への補助を
行う。 

２．事業費及び財源内訳                           （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額   ４２５ 

２５年度の主な歳出節別内訳   報償費 ２８０ 負担金補助及び交付金 ９６ 

３．活動指標  巡回補導、開催委員会 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

巡回補導回数   ２０ 

青少年推進委員会   ６ 

    

    

４．成果指標等 

事業の成果等
について 

 播磨町少年補導委員会・中学校区青少年推進委員会においては、町内幼小中高を
はじめ関係諸機関との連携を図りながら、町内巡回補導（コンビニ、公園等町内全
域）等、自主的・積極的な活動が展開されている。学校内外において、児童生徒に
よる軽微な問題行動の事案は起きてはいるが、年々、問題行動件数も減少傾向にあ
る。町内児童生徒が、公園等にたむろするといった状況もなく全体的に落ち着いた
状況下にある。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校、家庭、地域が連携し、地域の児童生徒の健全育成に取り組むことは、これからの社会を担って
いく児童生徒のためにも、また、住みよい町づくりのためにも重要である。 

【有効性】 

これからの社会を担っていく児童生徒の健やかな成長と自立は、社会参加と社会貢献につながって
いく。 

【経済性・効率性】 

町少年補導委員会と青少年推進委員会の連携協力の下、町内各所及び近隣の大型店舗等の巡回
を実施し、事件事故等の未然防止・早期発見・早期対応に努めることができる。 

６．今後の方向性等 

青少年の健全な育成は、家庭・学校・地域の連携と協力が不可避である。播磨中・播磨南中の各中学校
青少年推進委員会が連携を図り、青少年健全育成の中核となって、播磨町少年補導委員会、各種団体、町
内各学校園をはじめ県立学校との情報の共有化や補導活動の効率的な実施は、きわめて有効であると思わ
れる。また、播磨町少年補導委員会は、毎月定例の巡回補導に加え、環境浄化活動、町主催の行事等での
巡回見守り活動等、社会貢献度は非常に高い。補導委員の人材確保に課題がある。 
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 番号３６ 

事 業 名 外国人英語指導助手招致事業 担当グループ  学校教育グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１ 自立して社会で生きていく力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

③ 豊かな心の育成 

ⅵ 他文化理解を深める国際理解教育の推進 

第４次総合計画

での位置付け 

第１節 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 「生きる力」を育む特色ある教育の推進 

事 業 概 要 

中学生の語学力の向上、国際理解、教師の語学力向上のため、中学校に
外国人の英語指導助手を招致する。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ９，９５６ ９，８５７ ９，９６１ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報 酬      ７，３３３       
共済費      １，０８０       
使用料及び賃借料 １，０６３  

３．活動指標 ①1 週間あたりの授業時数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

播磨中学校 １８時間 １８時間 ２０時間 

播磨南中学校 ２１時間 ２２時間 ２２時間 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

新学習指導要領においても言語活動の充実が教育の重要課題の一つに挙げられおり、国際化
の中、「話せる英語力」を培うことは急務であり、そのためには生きた英語に接することは大切である。 

【有効性】 

英語の授業だけでなく、学校生活において外国人と接する機会を増やせる事業であり、国際理解
や異文化理解に有効である。 

【経済性・効率性】 

ＪＥＴに関しては、国の地方交付税による補助があるため、効率的である。 

６．今後の方向性等 

 各中学校に１名という配置であり、英語の時間の一部分しかまかなえていないが、中学校の学習内容か
ら考え、当面、現状で継続する。 
また、国際化する世界で活躍する日本人の育成の観点や、英語力向上に対する社会からの要請も

あり、今後もますます重要になる事業である。さらに、小学校の「外国語活動」の必修化を踏まえ、
小・中学校の英語学習へのスムーズな接続を実現するうえからも必要であると考える。 

 

事業の成果等につ
いて 

 生徒の英語に対する関心が高まり、ALT と積極的にコミュニケーション
をとろうとするなど意欲をもって学習に取り組めるようになっている。ま
た、英語の授業のみならず、休み時間、放課後、清掃時間等でふれあうこ
とにより、国際理解教育としても有意義である。 
 今後は、小・中学校の英語活動の連携の視点も大切と考えられる。 
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  番号３７ 

事 業 名 子ども支援事業 担当グループ  学校教育グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１ 自立して社会で生きていく力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

③ 豊かな心の育成 

ⅱ 児童生徒の自己実現への支援 

第４次総合計画

での位置付け 

第１節 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 個に応じた指導の充実 

事 業 概 要 
 引きこもりや不登校児童生徒の自立支援及び学校復帰を目指し、家庭・学校・ふ
れあいルームをはじめとした関係機関が連携することにより、複雑多様化した不登
校問題に対応し改善を図る。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 

１２，９５１ 
 

（学校教育 G 賃金  
１２，６７６） 

１２，８０１ 
 

（学校教育 G 賃金 
１２，５３０） 

１２，９９１ 
（学校教育 G 賃金 
１２，５３０） 

２５年度の主な歳出節別内訳 賃 金 １２，５３０ 報償費 ３８４ 需用費 ７０     

３．活動指標 
①相談延回数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

ふれあいルーム（利用者） ５９６人 ４０９人 ７００人 

電話 １９回 １３回 １５回 

面接 ２６回 ２５回 ３３回 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

発達障害や不登校、家庭崩壊など支援の必要な児童生徒が増える中、一人ひとりに対応できるよ
うにするとともに、それぞれの居場所を確保し、学校復帰を促す取組はぜひとも必要である。 

【有効性】 

多感な時期の児童生徒の居場所を確保し、自立支援のために、個人のニーズにあった取組がで
きるなど個に応じたきめ細かな指導が展開できる。 

【経済性・効率性】 

ふれあいルームを中核に据え、町単費の嘱託員やスクールアシスタント、また県費のスクールカウ
ンセラーや不登校担当教員等と効果的な連携を図り、月１回の不登校担当者会では情報を共有化
し、町として組織的に取り組んでいる。 

６．今後の方向性等 

支援の必要な理由が、発達障害者の増加や家庭崩壊、養育放棄件数の増加など広範囲になってい
る。今後も、幼児期からの早期対応、校種間連携、関係機関との連携、家庭教育の啓発など、さらに強化
し不登校児童生徒ゼロを目指したい。 
 特に適切な支援を行い、集団生活を通した指導を行うことによって、コミュニケーション力を育てること
が、児童生徒の社会的自立へつながる。不登校児童生徒のみならず、家庭の教育力の低下によって自
立支援が必要とされるような児童生徒に対しても、きめ細かい支援を継続していきたい。 

 
 

事業の成果
等について 

生徒指導に関する相談（いじめ・不登校等）の窓口をふれあいルーム（適応指導
教室）に一本化し、福祉グループや町内外関係機関との連携を強化した。また、ふ
れあいルームを中核に据え、不登校児童生徒数の減少に向け、校種間連携を図った。 
さらに、小中学校にスクールアシスタントを各校 1 名配置することで、特別な支

援がいる児童生徒、不登校や問題行動への対応等を担任と連携をすることできめ細
かい指導をすることができた。 
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番号３８ 

事 業 名 特別支援教育総合推進事業 担当グループ  学校教育グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

２ 家庭・学校園・地域社会との連携を密ににし、きめ細かな取組を進める 

(3) 信頼される教育環境 

⑦ 特別支援教育の充実 

ⅰ ニーズに応じた教育支援を目指す特別支援教育の推進 

第４次総合計画

での位置付け 

第１節 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 個に応じた指導の充実 

事 業 概 要 

特別支援教育は、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指導や必
要な支援を行うものである。 
特別支援学級における児童生徒の障害の重複化・多様化や、通常学級の中で、発

達障害により学習や生活の面で特別な教育的支援を必要としている児童生徒に対
して適切な指導及び必要な支援を行うことなどが、今日的な課題である。 
このような状況の下、すべての障害のある幼児児童生徒に対して、自立と社会参加
に向けた指導・支援の充実・改善を図るための実践研究を実施し､その成果を普及
するなど、特別支援教育の体制整備を推進する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ９２ ９１ ８９ 

２５年度の主な歳出節別内訳 旅費   １６  需用費  ７４ 

３．活動指標  巡回相談、関係機関等との連携状況 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

就学サポート委員会の開催回数 ２回 ２回 ２回 

教育委員会が主体となって実施した相談回数 １５回 ３５回 ３５回 

専門機関に依頼あるいは連携して実施した相談回数 ６９回 ７０回 ８０回 

特別支援教育コーディネーターネットワーク会議の回数 ５回 ７回 ７回 

４．成果指標等 

事
業
の
成
果
等
に
つ
い
て 

 各関係機関とのネットワークが構築され、関係機関と学校園との連携、就学に関して保幼
小の連携体制等が整ってきた。縦横の支援方法について認識が深まり、共通理解が以前より
も進んだ。県立東はりま特別支援学校のセンター校的機能として、播磨町との連携がより強
化されたことが大きな成果である。今後は、保育園を含めた連携体制をさらに整備する必要
がある。 
 各校園への訪問相談も回数を重ね、担当職員の指導力・支援方法が向上している。幼児児
童生徒の実態把握に基づく､より適切な指導・支援法を確立させるためにも、さらなる研修の
機会を設けることが必要である。 
 また、幼児児童生徒の支援を行うとともに、親支援も必要であり、啓発資料の作成・配布、
講演会の実施などその支援方法についても検討する必要がある。 
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５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

教育基本法第４条の「教育の機会均」等の原則を実現するうえからも必要な事業である。 
特に、幼児期より、発達障害等の特別なニーズが必要な子どもを把握し、支援を行うことで社会への適
応能力を伸ばすことができる。 

【有効性】 

できるだけ早い時期に実態把握をすることにより、実態に即した支援方法を検討することができ、適切
な対応を行うことができる。適切な就学指導にもつながる。 

【経済性・効率性】 

県立東はりま特別支援学校コーディネーターやひょうご発達障害者支援センタークローバー相談支
援員と共に、教育委員会事務局指導主事や、すこやか環境グループの療育担当者が連携を取り合うこ
とで、特別な支援の必要な幼児児童生徒の実態把握がしやすく早急に対応できるようになっている。学
校園での適切な指導・支援への助言をいただき、きめ細やかな対応に生かすことができるようになって
きている。 

【その他】        

 

６．今後の方向性等 

幼稚園・保育園や学校内での特別支援教育体制が充実してきた。 
今後は、学校間や各校種間のコーディネーター、特別支援教育担当者の連携をさらに密にし、播磨町全

体で特別支援教育のさらなる充実に取り組む。 
また、校園内では、全職員が、より適切な保育・授業・指導方法・支援方法等の対応が出来るよう、取り組

みたい。 
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番号３９ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

２ 家庭・学校園・地域社会との連携を密にし、きめ細かな取組を進める 

(3) 信頼される教育環境の構築 

⑤ 教育環境の整備 

ⅰ 心やすらぐ安全・安心かつ快適な学校園の環境整備 

第４次総合計画

での位置付け 

第１節 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 

 豊かな感性の涵養と読む力を育成するため、蔵書の充実を図るとともに蔵書のデ
ータベース化等、検索機能の業務委託を行う。また、播磨町立図書館との連携を図
る。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ３，６３５ ３，６７２ ４，３９２ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

需用費     ８３２ 
委託料     ３１５    
備品購入費 ３，２４５  

３．活動指標  蔵書数                                    

 
２３年度 ２４年度 ２５年度 達成率 1(％) 

達成率
2(％) 

播磨小学校 ７,８６５冊 ８,４３７冊 ８,８４５冊 ８０．７ １１３．９ 

蓮池小学校 ８,３１６冊 ７,９０９冊 ８,８０２冊 ７２．４ ９６．１ 

播磨西小学校 ６,１１２冊 ６,４３３冊 ６,７４１冊 ７７．０ １０３．２ 

播磨南小学校 ６,３４０冊 ６,３０９冊 ７,４９９冊 ９４．２ １３２．３ 

播磨中学校 ８,１０６冊 ８,４６０冊 ８,４８４冊 ５９．６ ６１．４ 

播磨南中学校 ８,２１５冊 ８,４４３冊 ８,７３７冊 ７１．９ ７７．２ 

※蔵書数は図書館にある蔵書の冊数、達成率 1 は学校図書館図書標準に対する達成率で、達成率 2 は、
学級文庫まで含んだ蔵書数での達成率を示す。 
 
４．成果指標等 

 

事 業 名 読書活動推進事業 担当グループ  学校教育グループ 

成

果

等

に

つ

い

て 

分析データによる計画的な図書の購入ができている。町立図書館との連携体制もできており、
選書に関して助言をもらい、購入本を決めた学校もある。 
また、ブックキャラバンを実施した学校では、生徒自身で自分の読みたい本を選び購入で

きたことが、読書に対する意欲、興味・関心を高めることにつながっている。図書室の利用
も増えている。 
より有効な図書室活用を推進するために、傷みの激しい本や新学習指導要領の内容に合致

しない本等、計画的な廃棄処分にも取り組んでいる。 
図書室から廃棄とした図書は、捨てるのではなく学級文庫として活用していく。 
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５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

新学習指導要領の改訂でも、読書に親しむ態度の育成が求められている。情報メディアの発達に
より、大量の情報が簡単にかつ瞬時に入手できるようになってきた反面、活字離れが懸念されるよう
になり、学習活動での読む力にも影響を及ぼしている。そこで児童生徒が活字に触れる機会を増や
し、豊かな感性を育むとともに基礎学力としての読む力を身につけさせる必要がある。 

【有効性】 

担当者や学校支援ボランティア等による環境整備により、子どもたちの読書の機会を増やすことが
できた。また、播磨町立図書館の協力を得て、選書においては、児童生徒のニーズや教科指導用資
料に即した蔵書をそろえることができた。学校へ出向いて、読み聞かせ・ブックトーク・調べ学習につ
いての話なども実施し、児童生徒の図書への楽しみ・図書館への親しみが深まっている。図書室の
学習資料としての活用ができる。 

【経済性・効率性】 

蔵書のデータベース化を行うことにより、計画的に図書の購入が行えた。図書のフィルムコーティン
グやバーコードの添付が終了した状態での納品となるので、経済的かつ効率的である。 

６．今後の方向性等 

読書活動のみにとどまらず、他教科での調べ活動にも積極的に図書室を利用し学習活動全般で活字
に触れる機会が増加してきた。今後は、蔵書の充実を図るとともに、町立図書館との連携をより一層強め、
本好きな児童生徒を増やすと同時に、自ら調べ学習に取り組む姿勢を培いたい。また、学校支援ボランテ
ィア等の協力を得て、読み聞かせや蔵書点検を始め、図書室の環境整備を充実させたい。 
蔵書数達成率が、小学校平均８１．１％、中学校平均６５．７％と、まだまだ低い現状である。蔵書数を増

やすために、平成24年度から始まった国の「学校図書館図書整備５カ年計画」を活用するなど、備品購入
費増額の検討が必要である。 
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 番号４０   

事 業 名 小学校英語活動推進事業 担当グループ  学校教育グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１ 自立して社会で生きていく力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

③ 豊かな心の育成 

ⅵ 他文化理解を深める国際理解教育の推進 

第４次総合計画

での位置付け 

第１節 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 「生きる力」を育む特色ある教育の推進 

事 業 概 要 

 ２３年度から完全実施された新学習指導要領（小学校）により、小学校５・６年生におい
ては、外国人講師による「外国語活動」の授業を年間 35時間実施している。また、国際人
として必要な基礎的資質を養うため、小学校３・４年生においては、総合的な学習
の時間を利用して、週１回外国人講師による「国際理解教育」を行う。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ８，９２５ ８，９２５ ８，９２５ 

２５年度の主な歳出節別内訳 委託料 ８，９２５  

３．活動指標   ①１週間あたりの授業時数（3 年生以上は各クラス１週間に１時間） 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

播磨小学校 １２時間 １２時間 １２時間 

蓮池小学校 １８時間 １６時間 １６時間 

播磨西小学校 ９時間 ６時間 ８時間 

播磨南小学校 ８時間 ８時間 ６時間 

※上記以外に、小学校 1・2 年生は、各学期に 1～２回程度、外国人講師による国際理解教育活動
を行う。 
※幼稚園（年長園児）は、年間１１回、外国人講師による国際理解教育レッスンを行う。 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

新学習指導要領（小学校）では、高学年において英語活動の授業時数がそれぞれ年間３５時間
確保されている。播磨町では、平成１８年度から本事業を実施しており、国際人として必要な資質の
育成に先鞭をつけていることの意義は大きく、妥当な事業といえる。また、新学習指導要領の目標を
達成するためにも必要不可欠である。 

【有効性】 

新学習指導要領の英語活動の目標は、外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しませながら、コ
ミュニケーションの素地を養うとなっている。本事業は、２人のＡLT が英語活動を通して積極的に児
童と関わり、児童たちも英語やジェスチャーを使ってコミュニケーションをとろうとする意欲が年々高ま
っており、本事業の有効性は高い。 
小学校のみではなく、幼稚園５歳児クラスに年間１１回のレッスンを取り入れ外国語に触

れることで、児童たちに国際的な感覚を養う素地となっている。 

【経済性・効率性】 

委託により、一定のレベルに達しているＡＬＴが中心になって語学活動を行い、週２～３日は各学
校に常駐できることは、町単独でのＡＬＴ採用よりも効率的かつ経済的である。 
また、5・6 年生の外国語活動だけでなく、3・4 年生の国際理解教育も時間割に組み込んであり、

１・２年生は学期に１～２回の活動を行っている。特別支援学級でのレッスンを計画できる学校もあ
る。 
さらに、夏期休業中には、全小学校教員対象の外国語活動研修や、幼稚園５歳児～小学校２年

生対象の子ども英語教室も実施しており、コストパフォーマンスは高いといえる。 

 

事業の成果
等について 

外国人講師が終日勤務することにより、授業のみならず生活面でも国際理解が図
れた。また、年を経るにつれ児童や教師の取り組みに授業の工夫改善など積極性が
出てきた。 
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６．今後の方向性等 

小学校５・６年生に外国語活動が導入され、教育改革のなかで英語力の向上が重視されている。
また、播磨町で実施している幼稚園での活動や、小学校１年生から４年生の国際理解教育は、外国語に
慣れ親しみを持つ上で基本的な体験になっており、その成果は大きい。 
文部科学省は、平成２５年１２月に「グローバル化に対応した英語教育改革実施計画」を打ち出し、平成

32 年度の新たな英語教育展開をめざし、平成２６年度から改革を推進している。小学校５・６年生は、英語
を教科化し、正式な教科でない「外国語活動」は小学校３・４年生から実施する計画である。 
国際化する世界で活躍する日本人の育成の観点や英語力向上に対する社会からの要請もあり、今

後もますます重要になる事業であるため、今までの成果と課題を見直し今後も実施していきたい。 
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 番号４１ 

事 業 名 情報リテラシーアドバイザー事業  担当グループ  学校教育グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１ 自立して社会で生きていく力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

③ 豊かな心の育成 

ⅸ 情報化社会に対応できる情報教育の推進 

第４次総合計画

での位置付け 

第１節 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 

 学校教育にコンピューターネットワークを導入し、情報通信ネットワー
クなどの情報手段に慣れ親しみ、情報発信や知的情報資源へのアクセスな
どを児童生徒が積極的に活用していく実践教育を継続的に実施する。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ３，９３６ ３，７６７ ３，０６５ 

２５年度の主な歳出節別内訳 賃金 ３，０６５     

３．活動指標   ① 情報リテラシーアドバイザー活動件数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

播磨小学校 ７８件 ５５ ５１ 

蓮池小学校 ５８件 ５９ ６１ 

播磨西小学校 ８６件 ５６ ５４ 

播磨南小学校 ７３件 ６３ ５６ 

播磨中学校 ７３件 ４６ ７７ 

播磨南中学校 ４７件 ６９ ５８ 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

 学校現場では、情報リテラシー教育を段階的・系統的に指導できる体制は十分とはいえない。そこ
で、学校の指導体制、教師の情報リテラシー教育の力量を高めるために必要である。さらに、各学校
にシステム管理者としての職務を担当する資格をもった教師はおらず、情報教育担当の教師が各種
設定や障害対策を行っている現状があり、町教委として、学校をサポートする支援員を配置する必要
性がある。 

【有効性】 

教育委員会・各学校としては、様々な情報教育に関する研修を既に実施しているが、情報教育アド
バイザーを学校へ派遣し、その時々における課題解決へのアドバイスを受けることで、教師の力量ア
ップが図れる。また、障害対策や各種設定業務も行うことで、学校の情報化の推進に大きく貢献した。 

【経済性・効率性】 

 教師の校務における情報機器の操作や児童生徒に対する指導の場面の機器操作で様々なトラブ
ルに見舞われることが多い。その際、トラブルに対して迅速に対応できる体制ができ、修理にかかる時
間短縮、修理費の大きな削減にもつながった。 

【その他】        

緊急雇用対策事業のため平成２３年度までの事業であるが、今後も引き続き実施をしたい。 

 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

教師の情報リテラシー教育の指導力向上につながり、教師の ICT 活用能
力が高まった。また、環境整備を始め、トラブル発生時に迅速に対応でき、
各学校での ICT 機器活用の利便性がよくなった。各学校の情報セキュリテ
ィーレベルが向上した。年を経るにつれ、教師との連携・協力もスムーズ
になっている。 
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６．今後の方向性等 

国のＩＣＴ戦略が示す通り、今後も、各学校園のＩＣＴ環境はさらに整備する必要がある。情報機器の
場合はハードの充実とともに、ソフトウエアの整備がかかせない。教育委員会として、サーバーの問題やハ
ード・ソフトの充実、さらには各学校園に対するサポート体制をより充実する必要がある。特に、校務用Ｌ
ＡＮのセキュリティー向上に寄与し、播磨町教育総合サイトの開設に伴う維持管理業務による ICT
連絡網の充実を進めると共にアドバイザーが軽微なネットワーク設定及び修繕を行うことで、修繕
費の節約につながったことを勘案すると緊急雇用対策事業終了後も、引き続き事業を継続することは
必要不可欠である。 
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番号４２ 

事 業 名 小学校情報教育運営事業  担当グループ  学校教育グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１ 自立して社会で生きる力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

 豊かな心の育成 

ⅸ情報化社会に対応できる情報教育の充実 

第４次総合計画

での位置付け 
第１節 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 安全・安心で充実した教育環境の整備 

事 業 概 要 

 小学校教育にコンピューターネットワークを導入し、情報通信ネットワ
ークなどの情報手段に慣れ親しみ、情報発信や知的情報資源へのアクセス
などを児童が積極的に活用していく実践教育を継続的に実施する。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ６６７ ３６，５５５ ７３９ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

役務費 ５７０  

３．活動指標  ①情報教育授業時数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

播磨小学校 ４２０時間 ４２０時間 ４２０時間 

蓮池小学校 ５６０時間 ５８０時間 ５８０時間 

播磨西小学校 ２８０時間 ２８０時間 ２８０時間 

播磨南小学校 ２１０時間 ２８７時間 ２９０時間 

※授業時数はパソコン教室を割り当てている時間数である。 
４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校における ICT 環境整備は、時代の要請でもあり、また学力向上のため道具としてのパソコン活
用は避けては通れないものである。国も教育の情報化を重点課題としており、情報教育や教科指導
における ICT活用を進めるために必要である。 

【有効性】 

校内 LAN の整備により、どの教室からもサーバーやインターネットにアクセスできる環境ができ、ま
たすべての学校がホームページを立ち上げ、情報公開できている。 
各教室の５０インチデジタル TVをディスプレイとして活用しわかりやすい授業づくりに有効である。 

【経済性・効率性】 

導入に当たって保護者や地域ボランティアの協力を得るなど、経費節減に努めた。また、保守点検
料を随時修理にすることにより、実情に応じた大幅な効率化を図っている。さらに、２１年度の緊急経
済対策による、ICT環境整備事業で整備した機器の活用することで ICT環境が充実した。 

【その他】        

 

 
６．今後の方向性等 

今後も国のＩＣＴ戦略に注視しながら、播磨町の学校のパソコンや機器・ＯＳ・ソフトウエア-の更新を計画
的に推進していく必要がある。またそのための予算化をする必要がある。 
各教科での PC教室の使用や電子黒板、５０インチデジタルＴＶなどの機器を活用した授業づくりに努め

る。また、ＩＣＴを活用する基礎的な技術だけでなく、インターネットにおける情報モラル、情報セキュリティ
ーについても指導を充実させたい。 

事 業
の 成
果 等
に つ
いて 

 教員のＩＣＴ技術も向上し、デジタルコンテンツや教材ソフトを効果的に活用した教科
学習や総合的な学習ができており、基礎学力の定着、学習意欲の喚起につながっている。
ＩＣＴを活用する基礎的な技術だけでなく、インターネットにおける情報モラル、情報セ
キュリティーについても指導できた。 
また、平成２４年度は、パソコン教室の１０年前のコンピューターなどを買い換え、授

業中に起こっていたソフトのフリーズや動作が遅いため、児童の集中力が途切れることが
解消された。 
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 番号４３  

事 業 名 小学校体験活動事業 担当グループ  学校教育グループ 

 
１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１ 自立して社会で生きる力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

４ 豊かな心の育成 

ⅱ児童生徒の自己実現への支援 

第４次総合計画

での位置付け 
第１節 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 「生きる力」を育む特色ある教育の・・ 

事 業 概 要 

 ３年生では自然に触れることで命の営みや大切さを学び、５年生では宿泊体験を
通して豊かな感性や社会性を育む活動を行う。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ７，２６７ ７，２３０ ７，２６０ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

委託料 ７，２６０  
 

３．活動指標 
①自然学校 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

参加者数 ６５１人 ７１３人 ６３６人 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学習指導要領においても、児童の社会性や豊かな心や人間性をはぐくむために、その発達の段階
に応じて体験活動を重点的に推進するとある。 
また、本事業は兵庫県下の全小学校で継続実施されている事業であり、播磨町でも小学校３年

生、５年生が実施している。家庭や学校では得難い活動を体験できることは、児童や保護者からも期
待があり、「生きる力」の素地を養うための妥当な事業といえる。 

【有効性】 

自然の中での活動経験が少なくなりつつある現代の子どもたちにとって、環境体験活動や自然学
校での活動は貴重な体験であり、目的とする「生きる力」を育むための有効な事業である。 

【経済性・効率性】 

経済的な施設を利用しており、関わる人材においても自然学校専門指導員を派遣し効率化を図っ
ている。また、地域の学校支援地域本部事業の環境ボランティアの活用など幅広く人材の確保に努
める必要がある。 

６．今後の方向性等 

自然学校が恒例行事として定着しているものの各学校は児童の実態を捉まえながら、実施時期を早
め、活動内容の見直しを検討し、より児童にとって有意義な活動内容を工夫していくことが大切である。環
境体験活動については、各校の現状により場所を選び、播磨町の身近な自然環境にふれながら、播磨町
以外の自然環境（里山・水辺・海辺など）について体験することで、環境学習を深めたい。 

 
 

事業の成果等につ
いて 

 自然学校では、自然体験、集団活動をすることによって、豊かな心やた
くましく生き抜く心が育っている。また、環境体験活動では、水辺での体
験活動など自然にふれあうなかで、命の大切さや命のつながりを実感させ
るとともに、美しさに感動する豊かな心をはぐくむことができた。 
今後は、各小学校や児童の実態に応じて工夫改善し、より有意義な活動

内容にしていく必要がある。 
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番号４４ 

事 業 名 「トライやる・ウィーク」事業 担当グループ  学校教育グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１ 自立して社会で生きる力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

４ 豊かな心の育成 

ⅱ児童生徒の自己実現への支援 

第４次総合計画

での位置付け 
第１節 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 「生きる力」を育む特色ある教育の・・ 

事 業 概 要 
 自己を見つめ、自分の生き方を考え、心豊かにたくましく生きる力を育むため、
中学２年生全員を対象に、１週間の体験活動を実施する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １，８００ ２，０００ １，８００ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

委託料 ２，０００  
 

３．活動指標  ①トライやる・ウィーク 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

参加者 ３２０名 ３６１名 ３２３名 

協力事業所数 ９３事業所 ９９事業所 ９８事業所 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

新学習指導要領でも体験活動の重要性は強調されており、この事業の意義は大きい。 
兵庫県の重要な施策であり、県内の全中学校が実施している。 

【有効性】 

子どもたちの豊かな人間性や社会性を育むために、発達段階に応じてボランティア活動などの社
会体験活動を行うことは、大変重要である。子どもたちが、自ら学び、考え、体得する体験活動は今の
子どもに対して、正しい職業観、勤労観を育むためにも有効である。 

【経済性・効率性】 

小学校３年生の環境体験活動、小学校５年生で実施の自然学校と中学校２年生実施のトライやる
活動は、発達段階に応じた子どもへの体験活動として必要である。 

【その他】        

協力事業所の数・職種・生徒受け入れ人数と必ずしも生徒のニーズと合致するとは言えない。ま
た、昨今の不況下、新規の事業所開発も困難な状況にある。両中学校が相互に乗り入れる形で実施
しているが十分とは言えない。保護者の関心もさらに高めていく必要性も感じる。 

６．今後の方向性等 

播磨町の地域性や独自性を加味するとともに、生徒のニーズに十分応えられるようなプログラムを展開
するため、播磨町トライやる推進協議会や両中学校のトライやる推進委員会をより充実していく必要があ
る。 
また、協力事業所の確保に若干の課題はあるが、中学生のキャリア教育の重要な部分を担い、自

己を見つめさせるよい機会となり、新規事業所の開拓も引き続き進めるともに、トライやる・ウィークの意
義を再確認し、事前指導の充実を図りたい。 

 
 

事業の成果等につ
いて 

 子どもたちの豊かな人間性や社会性を育むために、発達段階に応じて自然体
験やボランティア活動などの社会体験活動を行うことは、大変重要である。生徒も
たちが、自ら学び、考え、体得する体験活動は今の生徒に対して、正しい職業
観、勤労観を育むためにも有効である。今後も新規事業所の開拓も引き続き進
めるともに、トライやる・ウィークの意義を再確認し、事前指導の充実を図りたい。 
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  番号４５ 

事 業 名 中学校情報教育運営事業 担当グループ  学校教育グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

１ 自立して社会で生きる力を育てる 

(2) 知・徳・体のバランスのとれた児童生徒の育成 

 豊かな心の育成 

ⅸ情報化社会に対応できる情報教育の充実 

第４次総合計画

での位置付け 
第１節 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 「生きる力」を育む特色ある教育の・・ 

事 業 概 要 

 新しい学習指導要領において、今後の我が国の経済発展の牽引力となる情報化を
促進するため子供たちの情報リテラシーの基礎的能力・資質を育成するのが重要で
あるとされている。 
 中学校教育においても知的情報源へのアクセスなど積極的に実践教育を行う。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ４５０ ４６２ ４０８ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

役務費 ３５８         

３．活動指標  ①情報教育授業時数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

播磨中学校 ３５０時間 ５９５時間 ５１０時間 

播磨南中学校 ４２０時間 ４２０時間 ４２０時間 

※授業時数はパソコン教室を割り当てている時間数である。 
４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校における ICT環境整備は、時代の要請でもあり、また学力向上のため道具としてのパソコン活
用は避けては通れないものである。国も教育の情報化を重点施策とし、情報教育や各教科指導にお
ける ICT活用を推進している。 

【有効性】 

校内LANの整備により、どの教室からもサーバーやインターネットにアクセスできる環境ができ、授
業でデジタルコンテンツ等を活用しわかりやすい授業づくりを心がけている。またすべての学校がホ
ームページを立ち上げ情報公開に努め、希望する保護者へのメールを活用した連絡体制も整備で
きた。 

【経済性・効率性】 

導入に当たって保護者や地域ボランティアの協力を得るなど、経費節減に努めた。また、保守点
検料を随時修理にすることにより、実情に応じた大幅な効率化を図っている。 

６．今後の方向性等 

今後も国のＩＣＴ戦略に注視しながら、播磨町の学校のパソコンや機器・ＯＳ・ソフトウエア-
の更新を計画的に推進していく必要がある。またそのための予算化をする必要がある。 
各教科での PC 教室の使用や電子黒板、５０インチデジタルＴＶなどの機器を活用した授業づく
りに努める。また、ＩＣＴを活用する基礎的な技術だけでなく、インターネットにおける情報モラ
ル、情報セキュリティーについても指導を充実させたい。 

 

事業
の成
果等
につ
いて 

教員のＩＣＴ技術も向上し、教科学習も充実してきた。新学習指導要領への移行で総合
的な学習の時間の減少もあるが、情報教育とともに各教科で実物投影機、５０インチ大型
ディスプレイ等 ICT 活用が進んだ。今後は、各教科での PC 教室の使用や電子黒板、５０
インチデジタルＴＶなどの機器を活用した授業研究を推進する。また、ＩＣＴを活用する
基礎的な技術だけでなく、インターネットにおける情報モラル、情報セキュリティーにつ
いても指導することができた。 
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番号４６ 

事業名 家庭教育啓発事業 担 当 G 学校教育グループ 

1．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

２ 家庭・学校園・地域社会との連携を密にし、きめ細かな取組を進める 

(4) 家庭・学校園・地域社会の連携 

⑨ 家庭・地域の教育力の向上 

ⅰ 家庭や地域社会の教育力の向上 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

２ 学校教育の充実 家庭や地域との連携による教育の推進 

事業概要 
 家庭や地域の教育力を高め、青少年の健全育成を図るため、保育園児・
幼稚園児・小学生及び中学生の保護者を対象に、家庭教育講演会の開催や
家庭教育啓発資料を発行する。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ３１２ ３２１ ３２５ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報償費  ５０    
需用費 ２７５  

３．活動指標 
①家庭教育学級数（幼稚園） 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

学級開設数 ３学級 ３学級 ３学級 

②教育講演会 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

参加人数 ２８０名 ２６６名 １８５名 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

特色ある学校の取り組みを強化し、家庭の教育力向上に努めている。講演会及
び家庭教育啓発資料の発行で、家庭教育の啓発を図っている。 
対象別に作成した啓発資料を、適宜有効な時期に配布活用した。 
また、平成２５年６月より、広報はりまに「家庭教育コラム」を毎月掲載して
おり、地域住民の方に広く知っていただく機会を設けている。 

 
 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

家庭での教育力が低下していることが問題になってきているため、このような事業で家庭
の教育力を向上させる取組が必要である。 

【有効性】 

家庭教育啓発資料を配布し、教育講演会を開催することで、家庭教育に対する意識を高め
る機会となっている。 

【経済性・効率性】 

家庭教育啓発資料は、各保育園、幼稚園、小学校、中学校の職員が編集委員となり、保護
者の実態に応じた資料作成ができている。新規作成ばかりをねらうのではなく、既存の資料
を活用する方向で考え、内容を見直し修正したものを作成することで、効率性は高くなって
いる。また、広報はりまの活用も有効である。 

 
６．今後の方向性等 

社会全体で子どもを育てる視点からも、家庭の教育力を向上させることは不可欠であり、教育委
員会として今後も学習機会及び情報提供する必要がある。今後も、講演会及び啓発活動を中心に引
き続きこの事業を行う。 
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番号４７ 

事 業 名 社会教育委員設置事業 担当グループ 生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑩ 生涯学習推進体制の確立 
ⅰ 生涯学習推進体制の確立 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
１ 生涯学習の充実  生涯学習の計画的な推進 

事 業 概 要 

社会教育法に基づき、社会教育に関する諸計画の立案や教育委員会の諮
問に応じて研究調査を行う。また、教育委員会の会議に出席し、社会教育
に関して意見を述べる。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ５３５ ５３２ ５８６ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報酬  ４８４     旅費   ３３ 
需用費  １８     役務費   ２ 
負担金補助及び交付金  ４９  

３．活動指標 
①社会教育委員会の活動 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

社会教育委員数  ８人 ８人 ８人 

委員会開催回数 ４回 ４回 ６回 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

社会教育法に社会教育委員の設置等に関して規定されており、播磨町社会教育委員に関する
条例において、委員の定数や任期などを定めている。 

【有効性】 

社会教育委員は、学識経験者、学校関係者、社会教育関係者等に委嘱しており、それぞれの
立場から、社会教育に関する諸計画の立案や調査研究を行い、教育委員会や社会教育団体、指
導者へ助言を行っている。 

【経済性・効率性】 

例年４回（平成２５年度は６回）開催する定例会において集中的に審議を行うことで、効率的な運営
を心がけている。 

６．今後の方向性等 

引き続き積極的に委員活動を推進する。 

 
 
 
 

事業の成果等につ
いて 

社会教育に関する諸計画の立案や検討を行った。また、各委員が研修を
重ね、生涯学習グループ所管の行事等に積極的に参加し、社会教育委員と
しての資質向上に努め、本町の社会教育の推進に寄与している。 
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番号４８ 

事 業 名 社会教育推進委員設置事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑪ 生涯学習の機会の提供 
ⅲ 生涯学習関係団体の活動支援 

第４次総合計画

での位置付け 
目標４ つながりを大切にするまち 

３ まちづくりに住民が参画できるまち
をつくる 

１ 地域活動の活性化・住民参加の推進  まちづくりの担い手の育成支援  

事 業 概 要 

自治会等における住民の自主的な文化活動やスポーツ、レクリエーショ
ン活動の推進及び各種社会教育事業の連絡調整を行う。  

 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １，０７５ １，０３９ １，０７０ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報酬   ９８６ 
報償費   ６５ 
需用費    ２ 
役務費   １７ 

３．活動指標 
①社会養育推進委員会の活動 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

委員数  ９３人 ９４人 ９６人 

委員会開催回数  ２回 ２回 ２回 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

住民にとって最も身近な地域団体である自治会から委員を選出しており、地域でのスポー
ツ・文化活動を通して、社会教育の振興が図れる。 

【有効性】 

自治会役員に位置付けられており、地域の実情に応じた活動が期待できる。 

【経済性・効率性】 

各種団体との連携も図りながら効率的に取り組んでいる。 

６．今後の方向性等 

平成２５年度は９６名に委嘱しているが、社会教育推進委員研修会への参加は、１回目が６６名、
２回目が５０名であり、今後、研修会への参加を促すなど、地域活動推進者の育成を図る。 

 
 

事業の成果等につ
いて 

 
各自治会から選出された「社会教育推進委員」は、地域での文化活動や

スポーツ、レクリエーション活動の推進に寄与している。 
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番号４９ 

事 業 名 派遣社会教育主事設置事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑩ 生涯学習推進体制の確立 
ⅰ 生涯学習推進体制の確立 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
１ 生涯学習の充実  生涯学習の計画的な推進 

事 業 概 要 

 県から派遣された社会教育主事を配置し、専門的かつ技術的な助言と指
導により、社会教育の活性化及び充実を図る。  
 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １，７７６ １，５６５ １，２７２ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報償費       １，２４３ 
旅費           ２３ 
負担金補助及び交付金    ６ 

３．活動指標 

項    目 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

 配置人数 １人 １人 １人 

 研修回数 ６回 ６回 ６回 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

 
研修を重ねた社会教育主事を配置し、指導を受けることにより、本町におけ

る社会教育に関する施策が円滑に推進されている。 
 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

兵庫県の派遣社会教育主事制度による派遣制度であり、活用すべき制度である。 

【有効性】 

兵庫県の派遣社会教育主事制度による派遣制度であり、職員として社会教育主事を活用で
きる。 

【経済性・効率性】 

兵庫県の派遣社会教育主事制度による派遣制度であり、給与は県が負担しており、町の持
出し費用は少なく、コスト縮減が図られている。 

６．今後の方向性等 

兵庫県による市町への社会教育主事の派遣事業が平成２７年度で終了するため、社会教育主事の
資格を持つ職員の養成が必要となる。  
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番号５０ 

事 業 名 ふれあい活動推進事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑩ 生涯学習推進体制の確立 
ⅲ 生涯学習関係団体の活動支援 

第４次総合計画

での位置付け 

目標４ つながりを大切にするまち 
３ まちづくりに住民が参画できるま
ちをつくる 

１ 地域活動の活性化・住民参加の推進 
 住民・自治会・ＮＰＯなどとの連携に
よる活動支援  

事 業 概 要 

 各種の奉仕活動や学習活動、福祉活動を推進する女性団体を支援し、温かい人
間関係で結ばれた快適で住みよい地域づくりを行う。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ４９８ ２３０ ２３０ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

負担金補助及び交付金  ２３０ 

３．活動指標 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

支援団体数  ２団体 １団体 １団体 

支援団体名  

播磨町連合婦
人会 
播磨町女性活動活性化
事業推進協議会 

播磨町連合婦人会 播磨町連合婦人会 

＊播磨町女性活動活性化事業推進協議会の構成団体：連合婦人会・いずみ会・シニアクラブ連合会 
女性部・消費者協会・日本赤十字奉仕団・更生保護婦人会播磨支部・ＪＡ兵庫南播磨支部女性会 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 
明るい住みよいまちづくりには、女性の果たす役割が重要であり、引き続き、女性活動の

支援が必要である。 

【有効性】 

組織として活動実績があり、講演会、講座等の開催や活動機会を提供することにより、今
後も社会教育・福祉活動の実践者として期待できる。 

【経済性・効率性】 

町の行事には、女性団体が協力、参画しており、イベントなどの成果に大きく貢献してい
る。 

６．今後の方向性等 

会員の固定化や役員の担い手不足など婦人会の抱える問題は大きい。今後も協働と参画のパート
ナーとして存続するよう、問題解決に向けた支援を検討する。 

 
 

事業の成果等につ
いて 

地域づくり活動や子育て支援活動、環境保護活動などに取り組み、温か
い人間関係で結ばれた住みよい地域づくりを推進している。 
播磨町女性活動活性化推進議会は、町の支援はなくなったが、引き続き

子育て支援活動に取り組んでいる。 
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番号５１ 

事 業 名 青少年育成事業 担当グループ  生涯学習グループ 

 
１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5)生涯学習の推進 
⑪ 生涯学習の機会の提供 
ⅰ 青少年の体験活動と成人学習の充実 

第４次総合計画

での位置付け 

目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

３ 青少年の健全育成 
 家庭・学校・地域の連携による青少年
の健全育成 

事 業 概 要 
青少年の健全育成を図るため、青少年問題協議会の開催や子ども会育成

連絡協議会等の青少年団体の育成を行う。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １，３５１ １，４４４ １，４３４ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報酬   １２８     需用費  １４９ 
役務費    ３     委託料    ２ 
負担金補助及び交付金  １，１５２ 

３．活動指標 
①青少年問題協議会 

項  目 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

開催回数 ２回 ２回 ２回 

委員数 ２０人 ２０人 ２０人 

青少年問題協議会の構成 
（行政、議会代表、連合自治会代表、社会福祉協議会代表、民生児童委員代表、各学校園代表、
PTA代表、子ども会代表、女性団体代表、保護司代表、南高校代表等） 
②子ども会育成連絡協議会  

項  目 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

子ども会加入者数 １，５１１人 １，４２５人 １，３６３人 

単位子ども会数 ３２ ３２ ３０ 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

あいさつ運動をひろめよう」、「親子、ファミリーで地域活動に参加しよう」、「青
少年を地域で見守り、育てよう」をテーマに、学校、地域、家庭が連携し、青
少年の健全育成に取り組むことができた。 

 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 

【妥当性】 

青少年問題協議会の開催や子ども会育成連絡協議会等の青少年団体の育成を行うことは、
青少年の健全育成を図るために必要である。 

【有効性】 

各種団体に必要な支援を行い、その団体が連携することで活動が広まる。 

【経済性・効率性】 

各種団体の活動に見合った支援を行っており、連携を図りながら効率的に進めている。 

６．今後の方向性等 

青少年健全育成に関する諸問題への対応については、今後も引き続き、各種団体との連携を図り
ながら取り組んでいく。 
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番号５２ 

事 業 名 成人式開催事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

 

 

 

 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 
３ 青少年の健全育成  社会での責任と大人への自覚を促す 

事 業 概 要 

平成２６年１月１２日（日）に中央公民館において、成人式を開催し、新しい時代
を担う新成人を祝福し、責任と自覚を促す。 
 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ５７２ ５２９ ４７９ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報償費  １１１ 
需用費  ３２３ 
役務費   ３５ 
委託料   １０ 

３．活動指標   ①成人式参加者数  

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

案内数 ３６８人 ３５７人 ３７７人 

出席者数 ２７８人 ２７２人 ２７８人 

４．成果指標等 

指
標
1 

指標の名称 成人式参加率 説明 成人式出席者数／成人式対象者数 

指 標 の 
数   値 

目標指標 ２３年度 ２４年度 ２５年度 備  考 

８０％ ７５．５％ ７６．２％ ７３．７％ 
 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

次代を担う若者の成人を祝う式典として、全国的に実施されている事業である。 

【有効性】 

新成人が運営しており、大人への自覚を促すための有効な機会である。 

【経済性・効率性】 

新成人実行委員の創意工夫により、費用のかからない式典を実施している。 

【その他】        

会場を式典終了後も新成人の歓談等の場として午後４時まで開放したが、利用者はなかっ
た。 

６．今後の方向性等 

今後も新成人の意見や考えを踏まえながら、新成人による式典運営を継続し、新しい次代を担う
新成人を祝い励ますとともに、成人としての義務と責任の自覚を促す。 
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番号５３ 

事 業 名 文化行事開催事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑪ 生涯学習の機会の提供 
ⅳ 文化活動の振興 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
３ 芸術・文化活動の推進  芸術・文化活動の振興 

事 業 概 要 

 播磨町美術協会、播磨町菊花会、播磨町文化協会の育成を図るとともに、
美術展、菊花展、文化祭、東はりま大茶会等の開催を支援し、住民の芸術
文化への関心を高める。  
 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １，５５０ １，９２９ １，７８７ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

負担金補助及び交付金  １，７８７ 

３．活動指標 
①美術展出品者数・来館者数 平成 25年 10月 3１日～11月 4日 中央公民館にて開催 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

出品者数 １９５人 １６９人 １５６人 

出品点数 １９５点 １６９点 １５６点 

来館者数 １，３２２人 １，２８２人 １，２８５人 

                                                                                                                        
②菊花展 平成 25年 10月 30日～11月 11日 役場駐輪場にて開催                                    

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

出品者数 ２０人 ２４人 ２５人 

出品点数 １２４点 ２０９点 １９５点 

                                               
③町民文化祭 平成 25年 10月 26日、27日 中央公民館にて開催 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

出演団体数 ２６団体 ２７団体 ２５団体 

来場者数 ８００人 ９５０人 ８５０人 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

社会教育法により、住民の文化的教養を高める環境を醸成することは、地方公共団体の務
めとなっている。 

【有効性】 

美術展、菊花展及び文化祭等の開催は、文化団体の育成支援につながり、住民が芸術文化
に触れる機会であり、芸術文化活動の振興に有効である。 

【経済性・効率性】 

各種団体の自主性や工夫により、できるだけ費用のかからない方法で事業展開を行ってい
る。 

６．今後の方向性等 

各種団体の自主活動を支援しながら、住民の芸術文化への関心を高める。 
 

 

事業の成果等につ
いて 

 各実行委員会等が各展覧会や文化祭の企画運営を行い、創意工夫をしな
がら実施している。 
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番号５４ 

事 業 名 体育レクリエーション推進事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑫ 健康・体力づくりのための事業の充実 
ⅰ 健康・体力づくり事業の振興 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
２ スポーツ活動の推進  生涯スポーツの振興 

事 業 概 要 
 スポーツ推進委員の設置、各種スポーツ・レクリエーション大会や教室
の開催及び社会体育指導者の育成等に努め、スポーツ・レクリエーション
の活性化を推進する。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １０，８９１ １０，１６７ ９，８１９ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報酬   ９９５  報償費  １１２  旅費    ３２ 
需用費  ２５８  役務費   ８３  委託料  ２７１ 
負担金補助及び交付金  ８，０６８ 

３．活動指標 
①スポーツ推進委員  

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

委員数 １５人 １５人 １５人 

委員会・研修会回数 １６回 １６回 １７回 

スポーツ行事等指導運営数 １７回 １０回 ７回 

②主なスポーツ行事等の参加者数 

項    目 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

健康福祉フェア（4/29 大中遺跡公園他） １２，０００人 １２，０００人 １２，０００人 

町民運動会（6/2野添、7/7東部、11/3西部、
6/29南部） 

１，４４０人 １，９７０人 ２，０１０人 

陸上競技記録会（11/10 秋ヶ池運動場） ２１６人 雨天中止 雨天中止 

長なわとび大会（12/7 総合体育館） ２３０人 ３０８人 ２７８人 

ロードレース大会（1/26 総合体育館⇔新島） １，５８３人 １，４２７人 １，３２０人 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

スポーツ推進は、スポーツ基本法により地方自治体の責務となっており、住民の健康づくり
や生きがいづくりとともに、住民交流の場として、スポーツ活動の普及・推進が必要である。 

【有効性】 

年間を通じて様々なスポーツ・レクリエーション行事等を開催することにより、幅広くスポ
ーツに親しむ機会を提供している。 

【経済性・効率性】 

各種のスポーツ・レクリエーション行事は、スポーツ推進委員やスポーツ団体、ボランテ
ィアの参画により実施されおり、創意工夫によって経費節減に努めている。 

６．今後の方向性等 

スポーツ・レクリエーション活動の一部を、スポーツクラブ２１はりまやコミュニティ委員会に
委託するなど、住民との協働による実施を推進してきており、今後も、住民との協働による実施を
推進していく。 

 

事業の成果等につ
いて 

スポーツ推進委員やスポーツ団体、ボランティアの協力や参画を得て、
各種スポーツ・レクリエーション行事等を開催し、住民の健康づくりや仲間
づくりが図られている。 
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番号５５ 

事 業 名 学校開放管理運営事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続ける
機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑫ 健康・体力づくりのための事業の充実 
ⅰ 健康・体力づくり事業の振興 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
２ スポーツ活動の推進  生涯スポーツの振興 

事 業 概 要 

 小学校４校、中学校２校の体育施設を開放し、播磨町在住・在勤者を対象
に住民のふれあい、健康増進、学習の場としての活用を図る。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １，０８７ １，０３６ １，１８０ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報償費       ６００   
需用費       １１２ 
使用料及び賃借料  １６６ 
原材料費      ３０２ 

３．活動指標 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

学校施設が、地域住民のスポーツ活動やふれあい活動の場とし利用され、健康づ
くりや仲間づくりに貢献している。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

学校教育に支障のない範囲で、学校施設を社会体育活動や社会教育活動に使用することは、学
校教育法に規定されており妥当である。 

【有効性】 

地域住民のスポーツ活動やふれあい活動の場として利用され、健康づくりや仲間づくりに役立
っている。 

【経済性・効率性】 

スポーツクラブ 21 はりまが会員の申請を取りまとめており、経済的かつ効率的な管理運営が
行われている。 

６．今後の方向性等 

引き続き、子どもの健全育成を目指したスポーツ活動や地域住民の健康づくりの場として推進する。 

子 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

利用団体
数 

開放使
用日数 

利用団体
数 

開放使
用日数 

利用団
体数 

開放使
用日数 

播磨小学校 
グランド 2 団体 185 日 2 団体 194 日 6 団体 186 日 

体育館 7 団体 215 日 7 団体 220 日 11 団体 155 日 

蓮池小学校 
グランド 8 団体 116 日 7 団体 131 日 11 団体 111 日 

体育館 16 団体 274 日 16 団体 123 日 19 団体 307 日 

播磨西小学校 
グランド 1 団体 99 日 1 団体 97 日 4 団体 96 日 

体育館 7 団体 227 日 7 団体 233 日 11 団体 225 日 

播磨南小学校 
グランド 2 団体 97 日 2 団体 104 日 4 団体 101 日 

体育館 10 団体 241 日 9 団体 137 日 14 団体 234 日 

播磨中学校 

テニスコート 1 団体 78 日 1 団体 90 日 1 団体 98 日 

体育館 4 団体 134 日 5 団体 198 日 3 団体 136 日 

武道場 2 団体 80 日 1 団体 45 日 1 団体 53 日 

播磨南中学校 
体育館 4 団体 204 日 5 団体 201 日 1 団体 88 日 

武道場 5 団体 328 日 5 団体 334 日 5 団体 306 日 
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番号５６ 

事 業 名 大中遺跡まつり事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑪ 生涯学習の機会の提供 
Ⅴ 郷土文化の理解と活用 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
４ 歴史的・文化的資源の保存と活用  播磨町の文化・歴史の発信 

事 業 概 要 
 国指定史跡「大中遺跡」を会場に、全国でも類のない特色ある「まつり」
を開催し、大中遺跡を保存・活用していこうとする態度を養うとともに、
全国発信して地域・観光振興を図る。  

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ４，２００ ４，９００ ５，５００ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

負担金補助及び交付金 ５，５００ 

３．活動指標  ①参加者数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

協力団体数 ２７団体 ２７団体 ２７団体 

参加者数 １７,３５０人 ３５,５００人 ３７,５５０人 

 大中遺跡まつり（H25.10.26 前夜祭 考古博物館前広場 11.2 本祭り 大中遺跡公園にて実施） 

構成 まつり実行委員会 38 人 

 関係団体（播磨南高校、兵庫大学、連合婦人会、シニアクラブ連合会、学校園、ことぶき大学、い

ずみ会、播磨町漁業組合、播磨町商工会、資料館ボランティア、中・高校生ボランテイア等）約 600

人参加 県立考古博物館が、「考古博古代体験・秋まつり」を同時開催 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

「かがり火コンサート」や「古代行列」「使者の行列」の知名度アップに加え、
ご当地キャラ大集合・県内外特産品の販売拡充などにより、町内はもとより広
く知られるようになった。 
また、高校生や大学生などの若い世代の参画をはじめ協力団体の拡充により、

出展内容や特設ステージも一層魅了あるものとなり、好天にも恵まれ、県内外
から多数の来場者があった。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

播磨町の歴史的文化遺産である国指定史跡「大中遺跡」を活用したイベントである。 

【有効性】 

高校生や大学生をはじめ地域のリーダー、商工関係者等による実行委員会が中心となって
運営し、全国にも誇れる「古代まつり」として広く知られるようになった。 

【経済性・効率性】 

特色ある催しと多彩な出店等により、近隣市町を中心に阪神・西播磨地域をはじめ県外か
らの参加者も増え、平成 25年度は過去最高の 37,000人の集客があった。 
また、県立考古博物館とポスター・チラシを一元化して作成しコスト削減を図るとともに、

配布先を分担して事務の効率化に努めた。 

【その他】        

学校園教職員ボランティアによる「子ども古代生活体験」は、人気が高く、有意義な催しとして定着
している。 

６．今後の方向性等 

この四半世紀のまつりを総括し、全国でも類のない特色ある古代まつりとして充実・発展させて
いく。 
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番号５７ 

事 業 名 地域スポーツクラブ支援事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑫ 健康・体力づくりのための事業の充実 
ⅱ NPO法人スポーツクラブ 21はりまへの支援 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
２ スポーツ活動の推進 スポーツクラブ２１はりまの活動促進 

事 業 概 要 
「青少年の健全育成」・「健康の増進、体力の向上」・「豊かなコミュニィティづく

り」を目的とした総合型地域スポーツクラブの育成を図る。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 １，２３５ １，２３５ １，２３５ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

負担金補助及び交付金  １，２３５ 

３．活動指標 
①「スポーツクラブ２１はりま」会員数  

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

会員数 ４，２３９人 ４，１１８人 ４，０１８人 

 
男性 ２，７１９人 ２，７６７人 ２，５９５人 

女性 １，５２０人 １，３５１人 １，４２３人 

会員種目 ソフトテニス・テニス、野球、サッカー、バレーボール、ハンドボール、バスケットボール、
バドミントン、卓球、剣道、ゴルフ、グラウンド・ゴルフ、空手道、少林寺拳法、ソフトボ 
ール他 

②主なスポーツ行事等の参加者数 

項    目 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

補
助
委
託 

陸上競技記録会 ２１６人 雨天中止 雨天中止 

長なわとび大会 ２３０人 ３０８人 ２７８人 

ロードレース大会 １，５８３人 １，４２７人 １，３２０人 

自
主
事
業 

子どもいきいきスポーツ教室 １，８０４人 １，５９０人 １，２５３人 

テニススクール ６４０人 ８６２人 ５９８人 

体操教室 ４１９人 ３９２人 ４７６人 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

健康や体力づくりに、スポーツの果たす役割は大きく、誰もが生涯にわたって、スポーツを
楽しむことができる地域スポーツクラブを支援することは、生涯スポーツの振興に必要であ
る。 

【有効性】 

いつでも、どこでも、誰でも、気軽に参加できるのが地域スポーツクラブであり、楽しみな
がらの健康づくりやスポーツの底辺拡大に貢献している。 

【経済性・効率性】 

地域スポーツクラブは、本町スポーツ施設等の指定管理者として、自主運営に努めるととも
に、施設の有効利用を促進させている。 

６．今後の方向性等 

スポーツ振興に欠かせない団体であることから、今後も支援を継続する。 

事業の成果等につ
いて 

少子高齢化の中、子どもスポーツ教室や初心者スポーツ教室等の開催に 
より、小学生や主婦層を中心にスポーツ参加が増えている。 
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番号５８ 

事 業 名 放課後子どもプラン事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

２ 家庭・学校園・地域社会との連携を密にし、きめ細やかな取組を進める 
(4)  家庭・学校園・地域社会の連携 
⑨ 家庭・地域の教育力の向上 

ⅰ 家庭や地域社会の教育力の向上 

第４次総合計画

での位置付け 

目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 

３ 青少年の健全育成 
家庭、学校、地域の連携による青少年の
健全育成 

事 業 概 要 

 放課後等に小学校施設等を活用して、子どもの安全・安心な活動場所を地域住民
の参画を得て確保し、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進する。 
 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ８５８ ８５０ ８４１ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報酬   ３９１ 報償費  ２８５  旅費   ５   
需用費   ７７ 役務費   ８３ 

３．活動指標 
「放課後子ども教室」実施状況 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

参 加 者 数 １３５人 ９５人 １１８人 

開 設 日 数 ４４日 ４１日 ４１日 

４．成果指標等 

指
標 

指標の名称 参加者数（延べ人数） 説明 
放課後に小学校施設等において、地域の方々

の参画によりスポーツ・文化活動や地域住民と
の交流活動を年間４０日行う。 

指 標 の 
数   値 

目標指標 ２３年度 ２４年度 ２５年度 備  考 

 １，３７３人 ８９５人 １，０９２人 
 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

平成１９年度から文部科学省の補助事業として、全国の市町村で実施されている事業であ
る。 

【有効性】 

放課後に安全・安心な子どもの活動拠点を設け、地域の方々の参画を得て、様々な体験活動
や交流活動を行うことにより、地域全体で子どもたちを見守り、育てる環境づくりが推進でき
る。 

【経済性・効率性】 

多くのボランティアに支えられており、効率的に実施し、子どもの居場所を提供することが
できた。 

６．今後の方向性等 

運営委員会において、活動目標等について十分に話し合いを行い、指導者の共通理解をより一層
深める。 
今後も、子どもや保護者のニーズの把握に努めるとともに、各社会教育施設や学童保育との連携

を図って行く。 
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番号５９ 

事 業 名 学校支援地域本部事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

２ 家庭・学校園・地域社会との連携を密にし、きめ細やかな取組を進める 
(4)  家庭・学校園・地域社会の連携 
⑧ 地域ぐるみの子どもの育成 

ⅰ 家庭や地域社会に開かれた学校園づくり 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち １ 学校教育の充実したまちをつくる 
２ 学校教育の充実 家庭や地域との連携による教育の推進 

事 業 概 要 

学校・家庭・地域が果たすべき教育的機能を十分に発揮することができるよう三
者が緊密に連携し、学校の教育活動を支援するため、地域の人たちがボランティア
として学校の求めに応じた支援活動を行う。 

 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ４１２ ５２５ ５１８ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報酬    ５１    
報償費  ２５９ 
需用費   ９９ 
役務費  １０９ 

３．活動指標 
「学校支援ボランティア」の参加者数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

参 加 者 数 ２１６人 ２２９人 ２４３人 

４．成果指標等 

指
標 

指標の名称 参加者数（延べ人数） 説明 

主要通学路における登校時の見守りや校内の
環境整備等、年間を通して行うとともに、体験
学習等の指導を行うゲストティーチャーを学校
の要請に応じて派遣する。 

指 標 の 
数   値 

目標指標 ２３年度 ２４年度 ２５年度 備  考 

 ５，８０５人 ６，８９５人 ７，２９５人 
 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

平成２０年度から文部科学省の委託事業（平成２３年度から補助事業）として、全国の市
町村で実施されている事業である。 

【有効性】 

地域住民が学校を支援する体制を構築することにより、教員が子どもと向かい合う時間の
拡充を図ることができるとともに、地域ぐるみで子どもを育てる環境が整備され、地域の絆
が強まり、地域の活性化に資することができる。 

【経済性・効率性】 

多くのボランティアの活動により、教育活動の充実や学校と地域住民相互の連携強化がで
きている。 

６．今後の方向性等 

学校の様々な活動を充実させるには地域住民による支援が不可欠であるため、ボランティアバン
クの整備や有効活用を継続して行う。 
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 番号６０ 

事 業 名 公民館管理運営事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑩ 生涯学習推進体制の確立 
ⅰ 生涯学習推進体制の確立 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
１ 生涯学習の充実  各年代の応じた学習機会の拡充 

事 業 概 要 

 住民が主体的に学習し、交流する文化活動等の拠点施設である中央公民館を指定
管理者により、適正に管理運営する。 
 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ３７，６１８ ３６，３６７ ３７，２４２ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

需用費     ８７５ 
役務費      ８６ 
委託料  ３６，２８１ 

３．活動指標 
①公民館利用状況 

 
 ２３年度 ２４年度 ２５年度 前年度の比較 

 
  利用件数（件） 
 

５，９９３ ５，７１４ ６，００５ １０５．１％ 

 
 

  利用総数（人） 
 

１１９，１２０ １２１，０７６ １２１，２２１ １００．１％ 

４．成果指標等 

事業の成果等につ
いて 

子どもから高齢者まで、誰もが集い、学べる場として、学習の内容の充実
や施設の有効活用に努めた。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

住民の自主的学習や文化活動の中核的拠点として設けた社会教育施設であり、施設設置者と
して、適切な管理運営を行わなければならない。 

【有効性】 

中央公民館は学習・文化活動等の拠点であり、施設の適切な管理運営で快適性や利便性を高
めることは、学習・文化活動等の充実につながる。 

【経済性・効率性】 

指定管理者制度による民間事業者の事業展開により、サービスの向上が図られている。 

【その他】 

平成２５年７月から８月にかけて利用者重要度・満足度アンケート調査を実施した。 

６．今後の方向性等 

指定管理者による民間事業者（NPO法人）の能力を活用し施設機能の向上を期待する。 
今後は、平成２５年度に実施した利用者重要度・満足度アンケート調査の結果などを踏まえて、

業務改善や施設改修など協議を進め、更なる充実を図る。 
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番号６１ 

事 業 名 コミュニティセンター管理運営事業 担当Ｇ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑩ 生涯学習推進体制の確立 
ⅰ 生涯学習推進体制の確立 

第４次総合計画

での位置付け 
目標４ つながりを大切にするまち 

３ まちづくりに住民が参画できるまち
をつくる 

１ 地域活動の活性化・住民参加の推進 コミュニティセンターの充実・強化  

事 業 概 要 

 地域住民が主体的に学習し、交流する地域活動等の拠点施設であるコミュニティ
センターを指定管理者により、適正に管理運営する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ４７，５６０ ４７，６７５ ４７，５９７ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

需用費   １，０００ 
役務費     １９２ 
委託料  ４３，１９４ 
負担金補助及び交付金  ３，２１１  

３．活動指標 
①利用者数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

東部コミセン ８，７０４人 １０，２９１人 １１，２４１人 

西部コミセン ２０，１３５人 ２０，５４２人 ２０，０９２人 

野添コミセン ５２，７８９人 ５５，１７１人 ５４，６６２人 

南部コミセン ２５，６１６人 ２５，９１１人 ２８，０３９人 

計 １０７，２４４人 １１１，９１５人 １１４，０３４人 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

それぞれのコミュニティ委員会において、町との連携を図りながら、適正な
維持管理を行うとともに、自主的な事業を実施するなど地域活動の拠点として
活用されている。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

地域のコミュニティづくりを推進するため、地域活動の拠点として設けた社会教育施設で
あり、施設設置者として、適切な管理運営を行わなければならない。 

【有効性】 

コミュニティセンターは地域活動の拠点であり、施設の適切な管理運営で快適性や利便性
を高めることは、地域活動の充実につながる。 

【経済性・効率性】 

指定管理者制度による民間事業者の事業展開により、特色ある地域づくりが効果的に行わ
れている。 

６．今後の方向性等 

各コミセン施設の維持補修・改修計画を見直し、安全管理に努める。 
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番号６２ 

事 業 名 人権教育啓発事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(6) 人権教育の推進 

⑬ 地域学習の充実 

ⅳ 人権文化を育む地域づくりの推進 

第４次総合計画

での位置付け 
目標４ つながりを大切にするまち １ 人権を大切にするまちをつくる 

１ 人権・平和教育の推進  学習活動・機会の充実 

事 業 概 要 

①地域住民のあらゆる層にわたって、人権尊重の精神を徹底し、部落差別をはじめ、
あらゆる差別の解消に向けて主体的に取り組む人間の育成を図る。 

②いきいきフォーラムの実施、各種資料の作成・貸出、講演会、研修会、交流会な  
ど、多彩な実践活動を通じて人権尊重の精神の徹底を図る。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ８，０１３ ７，７１５ ７，１６０ 

25 年度の主な歳出節別内訳 報酬 1,216  需用費 2,162  委託料 728 負担金補助及び交付金 859 

３．活動指標 
①「共に生きよう ふれあいのまち」映画会・「心ふれあう 町民のつどい」講演会参加者数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

 映 画 会（２回上映） ６００人 ２００人 ６００人 

 講 演 会 ３５０人 １５０人 ２００人 

②コミセンのつどい参加者数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

 東部コミセンのつどい ５３人 ４０人 ４０人 

 南部コミセンのつどい ４０人 ６５人 ２００人 

 野添コミセンのつどい ８０人 ８２人 １７０人 

 西部コミセンのつどい ７５人 ７５人 ３０人 

③「人権啓発カレンダー」、冊子「人権教育のすすめ」の作成 ・人権啓発資料編集委員会（７名）   
年１０回開催 ・人権啓発カレンダー(例年 11 月 24 日に全戸配布)・人権教育のすすめ（例年４月
24 日に全戸配布） 

４．成果指標等 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

人権教育及び啓発の推進に関する法律により、地方公共団体の責務とされている。人権尊
重「共に生きよう ふれあいのまち」宣言に則り、暮らしにぬくもりがかよいあう明るいまち
づくりを推進する必要がある。 

【有効性】 

よりよい人間関係づくりを目的とした学習機会の提供や啓発資料の配布、リーダー養成講
座等を通じて、人権意識が高まり、人権尊重のまちづくりへの参画・協働の基盤が培われる。 

【経済性・効率性】 

事前に資料を委員に配布し目を通してもらうことで、効率的に会議を行った。また、見積
り比較で安価で契約するなど、経費縮減に努めている。 

６．今後の方向性等 

引き続き、８月の「人権文化をすすめる町民運動推進強調月間」と１２月の「人権週間」におけ
る全町的な取組や、地域における「いきいきフォーラム」や交流会等を実施する。  

事業の成果等
について 

・人権啓発カレンダーは、季節感あふれるイラストを背景とし、温かなふれあい
をテーマに作成した。また、住民より募集した、人権標語やふれあい写真を掲載
し、播磨町独自のものとなった。 
・人権教育のすすめは、テーマを「あなたとであい あなたとふれあい あなた
とつながる」とし、「無縁社会」を心がふれあい、つながていく「有縁社会」にし
ていきたいという思いがこめられた住民へのメッセージとなった。 
・人権尊重の地域づくり事業は、地域の人権文化の定着に向け、各自治会独自の 
取組がみられ、浸透しつつある。 
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番号６３ 

事 業 名 人権教育研究事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(6) 人権教育の推進 

⑬ 地域学習の充実 

ⅲ 人権に関わる課題と展望の明確化 

第４次総合計画

での位置付け 
目標４ つながりを大切にするまち １ 人権を大切にするまちをつくる 

１ 人権・平和教育の推進   人権教育の推進 

事 業 概 要 

①人権教育における推進・啓発方法、学習内容、評価等について協議・研究する。 
②播磨町人権教育基本方針の趣旨を達成するための、より効果的な推進方法の工
夫、学習内容の系統化、適切な評価を行う。 

 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ４，０６０ ４，０２３ ４，０７６ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報酬  ８５  委託料  ６００  
負担金補助及び交付金  ３，３９１  

３．活動指標 
①「播磨町人権・同和教育研究協議会」総会・研究大会参加者数（概数） 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

 総  会（幹事） １５０人 １５０人 １５０人 

 研究大会 ５００人 ５００人 ５００人 

②「播磨町人権・同和教育研究協議会」理事会・研修会等の回数 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

 常任理事会 ３回 ３回 ３回 

 理事会 ３回 ３回 ３回 

 理事研修 １回 １回 １回 

 機関紙発行委員会 ４回 ４回 ４回 

※各推進委員会では、年間３～５回程度研修会を実施 
③人権教育推進懇談会 

 ・人権教育推進懇談会（５名）  年２回開催 
 ・人権教育及び啓発のあり方について意見交換 
４．成果指標等 

５．評価 

事業評価 
について 

 

【妥当性】 

播磨町人権教育基本方針に則り、あらゆる場を通して人権教育・啓発活動が必要
である。 

【有効性】 

推進母体となる播磨町人権・同和教育研究協議会は、地域・学校園・職域など様々
な分野から委員を選出しており、町全体の取り組みとなっている。 

【経済性・効率性】 

各委員会で実情に応じた取り組みがなされ、互いの活動状況を報告しあうことで
共有が図れている。 

６．今後の方向性等 

播磨町人権・同和教育研究協議会と連携し、住民主体による人権尊重のまちづくりを推進する。 

 
 

事業の成果等につ
いて 

兵人教や東人教の動向を踏まえ、播同協が積極的に事業を実施し、「いき
いきフォーラム」を支援するなど人権文化があふれるまちづくりを目標に
主体的な運営が行われた。 
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番号６４ 

事 業 名 文化財保護啓発事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑪ 生涯学習の機会の提供 
Ⅴ 郷土文化の理解と活用 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
４ 歴史的・文化的資源の保存と活用  文化財保護・愛護意識の啓発 

事 業 概 要 
 愛宕塚古墳をはじめとする町内文化財の管理及び保護啓発を行い、郷土の文化財
への関心を高め保護意識の高揚を図る。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ２５６ ３５９ ９９８ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

需用費 ４５８ 委託料 ２６６ 負担金補助及び交付金 ２００ 

３．活動指標 
①国指定文化財 

区 分 名  称 数 指定年月日 所 在 地 所有者（管理者） 

史 跡 大中遺跡 １ S42.6.22 大中１丁目 兵庫県 

②県指定文化財 

区 分 名  称 数 指定年月日 所 在 地 所有者（管理者） 

史 跡 愛宕塚古墳 １ S57.3.26 北野添２丁目１ 野添村財産区 

建造物 阿閇神社本殿 ４棟 H3.3.10 本荘 4丁目 11-21 阿閇神社 

③播磨町指定文化財 

区 分 名  称 数 指定年月日 所 在 地 所有者（管理者） 

建造物 石造宝篋印塔 １基 S57.3.10 大中２丁目 6-12 善福寺 

彫 刻 木造薬師如来座像 １躯 S57.3.10 古宮 816 古宮薬師堂 

無 形 古宮獅子舞 １ S57.3.10 古宮 古宮獅子保存会 

絵 画 釈迦十六善神像 １ H 5.9.14 上野添 2丁目 1-1 圓満寺 

歴史資料 蓮花寺礼盤 １基 H10.3.11 北本荘 7丁目 1-33 蓮花寺 

考古資料 内行花文鏡片 １片 H10.3.11 大中１丁目 1-2 町教育委員会 

歴史資料 御月見日記 ３冊 H10.3.11 大中１丁目 1-2 町教育委員会 

〃 
ガラス板写真(ヒコと
ヴァンリード) 

１枚  H11.10.13 大中１丁目 1-2 町教育委員会 

〃 版木「理趣経」等 ５枚 H12.4.12 西野添 3丁目 8-16 無量壽院 

天然記念物 二子住吉神社クスノキ １本 H12.5.10 二子１ 二子住吉神社 

〃 播磨小学校クスノキ １本 H12.5.10 宮北 1丁目 3-10 播磨町 

歴史資料 
播州加古郡新井記略
石碑 

１基 H17.8.10 古宮 243-9 新井水利組合連合会 

史 跡 
ジョセフ・ヒコによる
両親と家族の墓 

１基 H21.7.8 北本荘 7丁目 1-33 蓮花寺 

考古資料 
鏡形土製品 
鳥形土製品 

各1点  H26.2.12 大中１丁目 1-2 町教育委員会 
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４．成果指標等 

指
標
1 

指標の名称 大中遺跡の活用（入園者数） 
説
明 

大中遺跡の年間入園者数（人） 

指 標 の 
数   値 

目標指票 ２３年度 ２４年度 ２５年度 備考 

 
 

２２３,３３０人 ２２１,８５０人 ２５５,７１１人 
 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 

【妥当性】 

貴重な歴史的資産である文化財は、将来にわたって良好な状態で保存していく必要がある。 

【有効性】 

所有者自らが行う管理を支援することで、文化財をより良好な状態で保存することができ
る。 

【経済性・効率性】 

管理の一部を地域団体に委託するなど、経費節減に努めている。 

６．今後の方向性等 

 
町の歴史的資産を良好な状態で管理・保存し、住民への保護啓発を継続して行う。 



- 75 - 

 

番号６５ 

事 業 名 文化財保護審議会運営事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑪ 生涯学習の機会の提供 
Ⅴ 郷土文化の理解と活用 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
４ 歴史的・文化的資源の保存と活用  播磨町の文化・歴史の発信 

事 業 概 要 

文化財保護法の規定に基づき、郷土の文化財の保存と活用に関する重要事項につ
いて調査・審議し、建議する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ７８ ６９ ６１ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

 報酬 ６１ 
 

３．活動指標 
  ①播磨町文化財保護審議会活動 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

 
審議会開催回数 

 
２回 

 
２回 

 
２回 

４．成果指標等 

事業の成果等について 

 
町指定文化財について継続調査を行うとともに、伝統文化の継承、

文化財の保存及び普及啓発のあり方等について協議した。 
また、平成 25 年度は鏡形土製品と鳥形土製品を各１点教育委員会

に答申し、町指定文化財とした。 
 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

町内にある文化財の保存と活用に関し、教育委員会の諮問に応じ、審議及び調査研究を行
うために、付属機関として文化財保護審議会をおくことが条例で規定されている。 

【有効性】 

文化に関し高い識見を持つ委員による審議及び調査研究により、町内にある文化財の適切
な保存や有効な活用を図ることができる。 
 

【経済性・効率性】 

必要に応じて文化財保護審議会に諮問を行っており、効率的な運営を心がけている。 
 

６．今後の方向性等 

引き続き、文化財の調査・研究等を進め、活用を含めた充実を図る。 
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番号６６ 

事 業 名 まちの先覚者顕彰事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑪ 生涯学習の機会の提供 
Ⅴ 郷土文化の理解と活用 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
４ 歴史的・文化的資源の保存と活用  播磨町の文化・歴史の発信 

事 業 概 要 

郷土の先覚者に関わる歴史的文化遺産の保存や資料の調査・収集などを行い、住
民に広報する。 
特に、発見された小惑星にジョセフ・ヒコと命名するプロジェクトを進め、広く

住民に周知するために命名記念講演会を開催する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ９５ ４２１ ４２５ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

需用費 ３３０ 
負担金補助及び交付金 ９５ 

３．活動指標 
  ①ふるさとの先覚者 

年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

 
  会員数 

 
６８人 

 
６９人 

 
８３人 

４．成果指標等 

指
標
1 

指標の名称 会員増加数 説明 該当年度会員数―前年度会員数 

指 標 の 
数   値 

目標指票 ２３年度 ２４年度 ２５年度 備  考 

 １ １ １４ 
 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

郷土の先覚者は、文化財と同様に、大切な郷土文化・遺産である。 

【有効性】 

「ジョセフ・ヒコ」や「今里傳兵衛」等、まちの先覚者を全国に発信し顕彰することは、
郷土への誇りと愛着を育てることにつながる。 
 

【経済性・効率性】 

播磨町ふるさとの先覚者顕彰会は、町からの補助金に加え、会費を徴収して運営している。 

【その他】        

播磨町ふるさとの先覚者顕彰会と郷土資料館とが共催してジョセフ・ヒコ新聞発行１５０
周年記念プレ・イヤー特別展を実施した。 
また、前述の啓発封筒を作成し、県内外に広く広報した。 

６．今後の方向性等 

ジョセフ・ヒコや今里傳兵衛などに関わる調査・研究をはじめ案内・解説看板の設置を進める。
また、会報誌やリーフレット及びホームページなどで情報発信に努めるとともに、他の顕彰会と 

の交流を図る。 
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番号６７ 

事 業 名 図書館管理運営事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑪ 生涯学習の機会の提供 
ⅱ 芸術文化活動の推進 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
３ 芸術・文化活動の推進  図書館の利用促進 

事 業 概 要 
住民が求める知識・情報・教育等に対する資料を幅広く収集・整理・保存し、こ

れらを住民に提供することによって、多くの利用を目指すとともに地域文化の向上
に寄与する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ５７，１９３ ５７，２１９ ５７，６５５ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

需用費 １，３６３  役務費 ８１  委託料 ５５，０００ 
使用料及び賃借料 １，２１１  

３．活動指標  ①図書貸出状況 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

年間貸出人数 ９３，９０７人 ９１，５８６人 ９２，３３１人 

年間貸出冊数 ３４０，４６６冊 ３２７，８９１冊 ３２２，８８５冊 

４．成果指標等 

指
標
1 

指標の名称 一人当り貸出冊数 説明 貸出冊数÷人口 ＝ 貸出密度 （点） 

指 標 の 
数   値 

目標指標 ２３年度 ２４年度 ２５年度 備  考 

１１．５ ９．９ ９．４ ９．３  

指
標
２ 

指標の名称 
蔵書数に対する貸
出回転率 

説明 貸出冊数÷蔵書数 ＝ 蔵書回転率 （倍） 

指 標 の 
数   値 

目標指標 ２３年度 ２４年度 ２５年度 備  考 

３．１ ２．６２ ２．４９ ２．５１  

＊一人当り貸出冊数目標指標 400,000冊÷34,763人＝11.5 （総合計画より） 
＊蔵書数に対する貸出回転率目標指標 400,000冊÷128,467冊＝3.1 （総合計画より） 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

住民の教育と文化の発展に寄与するために設けた社会教育施設であり、設置者として、適切
な管理運営を行わなければならない。 

【有効性】 

図書や雑誌、視聴覚資料などの収集、保管を行い、利用者の知りたい情報や資料を提供する
ことができる。また、育児で図書館利用が困難な方や障がい者、高齢者などへの宅配や代理購
入事業など、多様なニーズに対応したサービスを提供している。 

【経済性・効率性】 

指定管理者制度による民間事業者のノウハウを生かした、特色ある事業運営に努めている。 
利用者満足度調査（利用者アンケート）を実施し、その結果を業務改善に活用している。 

【その他】        

平成２５年度の新たな事業として、６月に「親子で楽しむわらべうた」等を開催、また、平
成２４年度から始めた「お菓子の家をつくろう」、「大人のための手づくり会」等も引き続き開
催し、多くの参加者を得ている。 
平成２５年１１月に利用者満足度アンケート調査を実施した。 

６．今後の方向性等 

指定管理者による民間事業者の能力を活用し、図書館サービスの向上などに取り組み、親しみ易
く、気軽に利用できる図書館をめざすとともに、町全域、全層へのサービスを推進する。 
平成２２年度から始まった｢播磨町図書館を使った調べる学習コンクール｣は、応募作品が大幅に

増え、全国コンクールにおいても優秀な成績を収めており、今後更に充実、発展に努める。 
また、平成２５年度に実施した利用者満足度アンケート調査の結果などを踏まえて、業務改善を

行い、更なる充実を図る。 
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番号６８ 

事 業 名 郷土資料館管理運営事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑪ 生涯学習の機会の提供 
Ⅴ 郷土文化の理解と活用 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
４ 歴史的・文化的資源の保存と活用  播磨町の文化・歴史の発信 

事 業 概 要 
郷土の歴史、考古、民俗等に関する資料の収集、展示及び調査研究、知識の普及

等に関する事業を行う。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ８５９ ８９９ ２, ８５４ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

需用費 ４９２  役務費 １２６  委託料 １１０ 
備品購入費 ２,０５０ 

３．活動指標 
①利用状況 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

開館日数 ３１７日 ３１１日 ３０９日 

利用者数 ４３,５０６人 ５４，３１５人 ６０，１１８人 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

県立考古博物館と事業調整・連携を図るとともに、最新の大中遺跡を紹介す
る「ワンケース特別展」を年６回開催した。 
また、別府鉄道機関車・客車の自由乗車は継続するなど、開放的で特色ある

事業運営に努めた。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

 大中遺跡をはじめ、ジョセフ・ヒコや今里傳兵衛など播磨町の歴史・文化を保存・紹介する
施設であり、施設設置者として、適切な管理運営を行わなければならない。 

【有効性】 

常設展示に加え、特別展や歴史講座、古代体験学習などを開催し、子どもから高齢者までの
各世代において、歴史や文化に対する親しみや理解が深まっている。 

【経済性・効率性】 

経済的、効率的な館運営を行い、ランニングコスト等の削減に努めている。 

【その他】        

５月の連休とトライやるウィーク期間の月曜休館日は開館し、住民の利便性を図っている。 

６．今後の方向性等 

今後も歴史的文化遺産等について資料収集し、調査研究を行うなど事業の充実に努める。 
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番号６９ 

事 業 名 郷土資料館施設維持管理事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑩ 生涯学習推進体制の確立 
ⅰ 生涯学習推進体制の確立 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
４ 歴史的・文化的資源の保存と活用  文化財の調査  

事 業 概 要 
郷土資料館を安全で快適な施設として維持管理し、効率的かつ経済的に管理事務

を行う。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ３，５９３ ３，８４５ ５，２５２ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

需用費 ２，３５２  役務費 １６０  委託料 １，６７０ 
備品購入費 １, ０１４ 

３．活動指標 
光熱水費の推移                            （単位：円） 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

電 気 料 金 1,287,441 1,256,560 1,453,954 

水 道 料 金 91,120 105,150 103,830 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

施設の適切な管理により老朽化を遅らせるとともに、来館者にとって良好な
施設となるよう学習環境の整備に努めた。 
 特に、学習室の丸いすを新調するとともに、トイレを感知式の LED 照明に
した。 
 また、事務室の冷房効率を高めるためグリーンカーテンを設置した。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

 大中遺跡をはじめ、ジョセフ・ヒコや今里傳兵衛など播磨町の歴史・文化を保存・紹介す
る施設であり、施設設置者として、適切な維持管理を行わなければならない。 

【有効性】 

適切な維持補修を実施することにより、建物及び収容品の良好な維持管理や耐用年数の増
進、来館者の安全等を図ることができるとともに、将来の経費を節約することができる。 

【経済性・効率性】 

緊急性や安全性の高いものから順次、計画的に取り組んでいる。 

６．今後の方向性等 

 
５年から１０年を目途に維持補修や改修計画を立て、快適な施設・安全管理に努める。 
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番号７０ 

事 業 名 特別展開催事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑪ 生涯学習の機会の提供 
Ⅴ 郷土文化の理解と活用 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
４ 歴史的・文化的資源の保存と活用  播磨町の文化・歴史の発信 

事 業 概 要 

大中遺跡をはじめとする文化財、郷土の偉人、地域の歴史、風土や文化等の中か
らテーマを選定し、特色ある展覧会を年１回開催する。 
 平成 25 年度は、ジョセフ・ヒコ新聞発行１５０周年の前年にあたり、気運を醸
成するために、「ヒコの新聞と錦絵新聞展」を開催する。 
 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ７５３ ６３６ ８９５ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報償費 １５０  需用費 ６０１  役務費 ３１ 

３．活動指標 
特別展 平成 25 年 10 月 5 日～12 月 1 日 開催 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

開催日数 ４８日  ４９日  ５８日 

来館者数 １０,３７１人 １３,５６５人 １５,６２５人 

テーマ 
播磨町ただ一つの 
古墳 愛宕塚古墳 

ひょうご弥生のムラ 
県内の国史跡の集落遺

跡 

ジョセフ・ヒコ新聞発
行 150 周年プレ・イヤー
特別展 

※最新の大中遺跡を紹介したワンケース特別展を別途開催する（再掲） 

４．成果指標等 

指
標
1 

指標の名称 
１日あたりの入館
者数 

説明 
 

指 標 の 
数   値 

目標指票 ２３年度 ２４年度 ２５年度 備  考 

 
２１６人 ２７６人 ２６９人 

 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

 常設展に加え、特別展を開催することによって、地域の文化財等に対する深い理解が得られ
る。 

【有効性】 

大中遺跡や郷土の先覚者などにスポットをあて他特別展を開催することで、町の文化や歴史
への理解を深め、郷土への誇りと愛着を高めることができる。 

【経済性・効率性】 

手作りの部分を多くするなど、経費節減に努めている。 

６．今後の方向性等 

大中遺跡、別府鉄道、ジョセフ・ヒコ、今里傳兵衛を中心に郷土の歴史遺産を紹介する特別展を
毎年開催し、郷土への愛着と誇りを育む。 
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番号７１ 

事 業 名 スポーツ施設管理事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑩ 生涯学習推進体制の確立 
ⅰ 生涯学習推進体制の確立 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
２ スポーツ活動の推進 スポーツ施設の適正な維持管理 

事 業 概 要 

総合体育館・新島球場・浜田球場・浜田テニスコート・望海公園球場・秋ヶ池運
動場・はりまシーサイドドーム等のスポーツ施設の適正な管理運営行い、スポー
ツ・レクリエーション活動の推進を図る。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ４８，２００ ３７，３８０ ３５，７０５ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

需用費 ２８５  役務費 ２０８ 
 委託料 ３４，１７８ 
 使用料及び賃借料 １，０３４ 

３．活動指標  ①利用人員 

年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

大体育室 ５２，６０５人 ５２，５９８人 ４７，１４７人 

中体育室 ４９，２３８人 ４７，１６４人 ４２，９７６人 

ミーティング室 ３，２６６人 ４，６１１人 ３，０９２人 

トレーニング室 ７，８０８人 ９，１１０人 ９，４０８人 

新島球場 １９，１３５人 １８，４７２人 ２０，９７７人 

浜田球場 １８，６４０人 １７，８０６人 １６，８０３人 

望海球場 １９，２８６人 ２７，５９０人 １７，８１６人 

浜田テニスコート １３，９０８人 １８，９４２人 １６，３４６人 

町民プール ６，７３５人 休止 休止 

秋ヶ池運動場 ２９，１４９人 ２９，４２９人 ２９，８７６人 

播磨シーサイドドーム ５２，７８１人 ５２，２４６人 ４６，４３８人 

４．成果指標等 

指
標
1 

指標の名称 スポーツ施設利用人員 説明 全スポーツ施設の年間利用人員 

指 標 の 
数   値 

目標指標 ２３年度 ２４年度 ２５年度 備  考 

285，000人 272,551人 277,968人 250,879人 
 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

スポーツ施設の整備・充実や適正な管理は、スポーツ振興に不可欠なものである。 

【有効性】 

スポーツ施設の適正な管理を図ることにより、安全かつ快適にスポーツ活動に親しむこと
ができ、住民の健康づくりや仲間づくりに貢献している。 

【経済性・効率性】 

指定管理者制度による民間事業者の事業展開により、経済的かつ効率的な施設管理が行わ
れている。 

【その他】        

平成２４年度から町民プールの休止に伴い、スポーツ施設管理運営委託料を減額した。 

６．今後の方向性等 

スポーツ施設の維持補修・改修計画を見直し、安全管理に努める。 
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番号７２ 

事 業 名 町民プール検討事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑩ 生涯学習推進体制の確立 
ⅰ 生涯学習推進体制の確立 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
２ スポーツ活動の推進 スポーツ施設の適正な維持管理 

事 業 概 要 

老朽化が進み、利用者数が減少している町民プールの今後の有効利用を図るた
め、学識経験者や各種関係団体の代表者などにより構成する検討委員会を設置し、
町民プールの今後のあり方を検討するとともに、その検討結果に基づく整備基本計
画を策定する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― ６４８ ５，７３６ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

報酬     ２７２ 
役務費      ４ 
委託料  ５，４６０ 

３．活動指標 
  町民プール検討委員会の状況（平成２４年度は庁内委員会） 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

委員数 ― ６人 １１人 

委員会開催回数 ― ３回 ５回 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

 町民プール検討委員会が、平成２４年度に設置した庁内委員会の報告を踏ま
えて、町民プールの今後のあり方について検討を行い、町民プールの整備方針
に関する検討報告書を作成した。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

施設管理者として、老朽化した町民プールの存続もしくは廃止を決定し、今後の整備計画
を策定しなければならない。 

【有効性】 

施設の有効利用を検討するものである。 

【経済性・効率性】 

施設の費用対効果を考慮するとともに、有効利用を図る事業である。 

６．今後の方向性等 

町民プールの廃止が決定したことにより、町民プール検討委員会が作成した整備方針に関する報
告書を基に、基本設計及び実施設計等を行い、プール跡地を整備する。 
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番号７３ 

事 業 名 総合体育館改修事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑩ 生涯学習推進体制の確立 
ⅰ 生涯学習推進体制の確立 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
２ スポーツ活動の推進 スポーツ施設の適正な維持管理 

事 業 概 要 

経年劣化等により雨漏りが発生している総合体育館本館棟の屋上防水等の改修
を行う。 

 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― ５，６８５ １０，６５８ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

委託料       ２６３ 
工事請負費  １０，３９５ 

３．活動指標 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

主な改修
内容等 

― 

屋外階段１基設置 
避難出口１箇所 
誘導灯設置 
防犯センサー設置 
本館屋上防水工事設計 

管理棟屋上防水 618.0㎡ 
ロビー屋上防水 252.0㎡ 
玄関庇防水 30.2㎡ 
サッシシーリング打替え 
472.0ｍ 他 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

総合体育館本館棟の屋上防水等改修工事を実施したことにより、施設の延命
化を図ることができ、快適に利用できる施設として、利用者に提供することが
できた。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

施設管理者として、施設及び設備の適正な管理を行わなければならない。 

【有効性】 

屋上防水等を改修することにより、施設の延命を図ることができるとともに、快適な施設
が確保できる。 

【経済性・効率性】 

工事請負業者の決定に当たっては、郵便入札に付し、経費削減に努めている。 

６．今後の方向性等 

施設及び設備の改修は、緊急性のある場合を除き、計画的な実施に努める。 
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番号７４ 

事 業 名 旧西部コミセン改修事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑩ 生涯学習推進体制の確立 
ⅰ 生涯学習推進体制の確立 

第４次総合計画

での位置付け 
目標４ つながりを大切にするまち 

３ まちづくりに住民が参画できるまち
をつくる 

１ 地域活動の活性化・住民参加の推進 コミュニティセンターの充実・強化 

事 業 概 要 

 経年劣化等により雨漏りが発生している旧西部コミュニティセンター（古田西公
民館）の屋上防水及び外壁塗装等の改修を行う。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― ― ８，１５６ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

 委託料    １，００８  
 工事請負費  ７，１４８ 

３．活動指標 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

主な改修
内容等 

― ― 

屋上等防水 221.3㎡ 
外壁塗装 418.0㎡ 
大会議室内壁及び和室内
壁クロス張替え 
和室天井クロス貼 
サッシシーリング打替え 
バルコニー手摺取替え 
他 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

旧西部コミュニティセンター（現古田西公民館）の屋上防水及び外壁塗装等
の改修工事を実施したことにより、施設の延命化を図ることができ、安全・安
心で快適に利用できる施設として、利用者に提供することができた。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

平成１２年４月に古田西自治会と締結した覚書により、施設及び設備の適正な管理を行わ
なければならない。 

【有効性】 

屋上防水及び外壁塗装等を改修することにより、施設の延命を図ることができるとともに、
安全・安心で快適な施設が確保できる。 

【経済性・効率性】 

工事請負業者の決定に当たっては、郵便入札に付し、経費削減に努めている。 

６．今後の方向性等 

施設及び設備の改修は、緊急性のある場合を除き、計画的な実施に努める。 
なお、当該施設は普通財産であり、現在は自治会公民館となっているため、管理部局の変更が必

要である。 
また、自治会との覚書について、締結後１４年が経過していることから、見直す必要があると思

われる。 
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番号７５ 

事 業 名 宮部文庫設置事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑪ 生涯学習の機会の提供 
ⅱ 芸術文化活動の推進 

第４次総合計画

での位置付け 
目標１ 豊かな心と人を育むまち ２ 学べる環境の充実したまちをつくる 
３ 芸術・文化活動の推進  図書館の利用促進 

事 業 概 要 

 宮部一夫氏からの播磨町への寄付金により、図書館に「宮部文庫」と名付けた特
別コーナーを設置する。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ― ― ２，９２９ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

 備品購入費  ２，９２９ 

３．活動指標 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

設置内容 ― ― 

傾斜型木製書架 ２台 
（一般書用・児童書用） 
置型サイン １台 
一般書 ６２８冊 
児童書 ６４７冊 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

書架を設置し、図書を購入することで蔵書数も増え、より充実した排架とな
り、利用者に提供することができた。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

寄付金により設置した特別コーナーであるため、設置者として適切な維持管理を行わなけ
ればならない。 

【有効性】 

「家族」「友情」「ふるさと」をテーマにした図書を主に購入しており、幼児から高齢者ま
で幅広い世代に提供することができる。 

【経済性・効率性】 

寄付金による事業であるため、町の持出し費用はない。 

６．今後の方向性等 

平成３５年度まで、２年毎に新刊図書を追加購入することで、より充実した魅力あるコーナーと
して整備する。 
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番号７６ 

事 業 名 郷土資料館改修事業 担当グループ  生涯学習グループ 

１．事業の概要等 

教育振興基
本計画での
位置付け 

３ わがまちふるさと播磨町に誇りをもち、生涯にわたって、いきいきと学び続け
る機会や場をつくる 

(5) 生涯学習の推進 
⑩ 生涯学習推進体制の確立 
ⅰ 生涯学習推進体制の確立 

第４次総合計画

での位置付け 

目標１ 豊かな心と人を育むまち 
政策２ 学べる環境の充実したまちを 
   つくる 

施策４ 歴史的・文化的資源の保存と 
   活用 

取組 播磨町の文化・歴史の発信 

事 業 概 要 

 貴重な歴史資料を保存・管理するために収蔵庫を間仕切り、空調設備を設置する
改修工事を行う。 

２．事業費                               （単位：千円） 

区     分 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

決  算  額 ６, ６６８ ― ５, ６７０ 

２５年度の主な歳出節別
内訳 

委託料 ７３５  工事請負費 ４, ９３５ 

３．活動指標 

 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

 ― ― 

設備用エアコン(中温用)
天吊型１台 
気化式加湿器 ４台 
間仕切り壁工事一式 

４．成果指標等 

事業の成果等に
ついて 

昨年 12 月に購入したジョセフ・ヒコ発行の新聞資料をはじめ古文書や古地
図などの貴重な歴史資料を良好な状態で保存・管理することができるようにな
った。 

５．評価 

事
業
評
価 
に
つ
い
て 
 

【妥当性】 

施設管理者として、貴重な歴史資料の適正な管理を行わなければならない。 

【有効性】 

空調設備設置により、紙媒体等をより良好な状態で保存・管理できる。 

【経済性・効率性】 

収蔵庫の 1/3を間仕切ることで「特別収蔵室」のランニングコストを抑えることができる。 

６．今後の方向性等 

施設及び設備の改修は、緊急性のある場合を除き、計画的な実施に努める。 
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Ⅳ 学識経験者（評価委員）の意見等 

 

１．総括的な意見   

今回(平成 25 年度実績)の自己点検・評価においては、対象とする 76 事業(継続

65 事業、追加 1 事業、新規 10 事業)が、「第 4 次播磨町総合計画(平成 23 年度～平

成 32 年度)」及び「播磨町教育振興基本計画(平成 23 年度～平成 27 年度)」に沿っ

て、どの程度の成果を上げているのかという視点を持つとともに、事業内容に対す

る定性的評価を重視して、1 年間を振り返ることが適切であると考える。特に、継

続事業については、前回(平成 24 年度実績)の自己点検・評価報告書に示した改善・

向上方策(報告書の各頁「今後の方向性等」欄に記載した事項)を、どの程度実現し

ているのかという課題意識を持つことが肝要である。 

 

平成 25 年度の新規事業は、前年度の新規事業と同様、施設の大規模改造事業及

び改修事業が中心となっている。限られた予算を有効に執行するかたちで、上記「総

合計画」の主要政策(「学校教育の充実化」「学べる環境の充実化」)に即した事業、

また、上記「教育振興基本計画」の重点項目(「教育環境の整備」)に即した事業が、

計画的に進められていると評価することができる。 

 

継続事業では、PDCA サイクルを回しながら着実に成果を上げている事業として、

「教科専門指導教諭配置事業」「子ども支援事業」「特別支援教育総合推進事業」「小

学校英語活動推進事業」「小学校情報教育運営事業」「中学校情報教育運営事業」「読

書活動推進事業」「『トライやる・ウィーク』事業」「大中遺跡まつり事業」「文化財

保護啓発事業」「まちの先覚者顕彰事業」」「郷土資料館管理運営事業」などを挙げ

ることができる。 

  

今回の 76 事業についても、事業は総じて円滑に遂行されており、これに対 

する教育委員会の自己点検・評価も、概ね妥当な内容であると評価すること 

ができる。 

 

なお、平成 25 年度は、政府の「第 2 期教育振興基本計画」が策定され、兵庫県

教育基本計画「第２期ひょうご教育創造プラン」が策定された年度でもあった。こ

れら基本計画の策定と並行して、新教育政策が矢継ぎ早に打ち出されており、次回

(平成 26 年度実績)以降の自己点検・評価報告書においては、「新規・追加事業の増

加」「継続事業の軌道修正」状況が見られることも予想される。新教育政策に迅速・

的確に対応した事業が進められ、今後も積極的な自己点検・評価が展開されるもの

と期待している。 
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２．個別事業についての意見 

・「奨学基金積立事業」では、「奨学金の返済滞納」対策が課題になっている。経済的 

理由により大学・高等学校などでの修学が困難な者に対する奨学金「貸付制度」を 

維持するためにも、上記対策の検討・実施を急いでもらいたい。 

   

・「小学校就学援助事業」「中学校就学援助事業」は、経済的に困窮する学齢児童・生

徒の「学ぶ環境」を確保し整えるうえで、極めて重要な事業であると言える。「就

学援助」制度の積極的運用を希望する。 

   

・「小学校給食事業」「中学校給食事業」は、「播磨町教育委員会における食育推進計

画」(平成 20 年策定)に沿って進めることが望ましい。経済性・効率性を考慮しつつ

も、食材を吟味し、何よりも「子どもの健康」を重視した、質の高い食育を推進し

ていただきたい。「小学校給食事業における設備・施設の整備」問題など、学校給

食の在り方をめぐる諸問題について、今後、多面的・総合的に検討を重ねてもらい

たい。 

 

・「播磨小学校北校舎大規模改造事業」「播磨中学校南校舎大規模改造事業」では、ト

イレの設計について児童・生徒が参加するワークショップを開き、子どもたちの意

見が反映される仕組みを構築しており、この点は高く評価することができる。また、

車椅子利用者用のトイレを設計するなど、これらの校舎が災害発生時に避難所とし

て利用できる体制を整備しようとしており、この点も高く評価することができる。 

   

・「読書活動推進事業」では、各小中学校が、町立図書館と連携しながら、「読み聞か

せ」「ブックトーク」「調べ学習」などを通じて、児童・生徒の活字に触れる機会を

増やそうとしており、一定の成果を上げている点は評価することができる。  

   

・「『トライやる・ウィーク』事業」では、「生徒受け入れ依頼」交渉を新年度早々に

開始するとともに、事前指導の充実を図っており、この点は一定の評価をすること

ができる。 

   

・「大中遺跡まつり事業」では、平成 25 年度のまつりにおいて、過去最高の集客を実

現した。「まちの先覚者顕彰事業」においても、会報誌、リーフレット及びホーム

ページなどを通じて、先覚者についての情報が積極的に発信されている。これらの

事業により、播磨町の知名度が年々高まっていることは、高く評価することができ

る。 

 

学識経験者(評価委員) 

加田平 靖 子 学校評議員 

笹 田 哲 男 兵庫大学短期大学部保育科教授 

松 井 昭 雄 社会教育委員長 
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